
 ※ ガス圧接　　（　Ｄ１９～Ｄ２５　）

    試験杭の杭長は本杭と同じとする。

 ・ 4.2.2

試験杭

 ・ 4.2.3

杭の載荷試験

(1) 鉛直載荷試験　　　　　　　　  ※ 行わない　　　　　　　　・ 行う　（ 次による）

　  鉛直載荷試験：  杭径（　　　　φ）　　個所数（　　　ヵ所）　　最大載荷荷重 （　　　　　ｋＮ ）

(2)(3)  試験位置・試験方法及び報告書の記載事項は設計図による。

 ・ 4.2.4

地盤の載荷試験

(1) 平板載荷試験　　　　　　　　　　※ 行わない　　　　　　　　・ 行う　（次による）

(2)    個所数（　　　　ヵ所）　　　　　　　試験深さ（　　　　　　）

　　   対象地盤（　　　　　）　　　　最大載荷荷重（　　　　　）

(4) 試験位置・試験方法及び報告書の記載事項は設計図による。

 ・ 4.3.3

　　　　　　　　　・ 溶接継手

(1) 杭径・杭長・種別・長期許容支持力　　　　　　　※ 設計図による

(2) 先端部形状　　※ 開放型　　　　・ 閉塞平たん形

(1) 杭の継手　　　・ 建築基準法に基づく指定機関において性能評定を受けた無溶接継手

(1) 杭頭処理　　　　　※ 切断しない　　　　　　　・ 切断する

ネガティブフリクション対策　　　　※ 無　　・ 有（設計図による）

 ・ 4.3.6

 ・ 4.3.8
付加 

 ・ 4.3.4

セメントミルク

工法 (6) アースオーガーの支持地盤への掘削深さ　　　　１．５ｍ　程度

　　　　　　　　※ 杭先端深さ　支持層より　　　 １．０ｍ以上

　　　　　　　　※ 杭の高止まり　　　　　　　　 ０．５ｍ以下

(1) 根固め液の使用　　　　　　　　※ あり　　　　　　　・ なし

    杭周固定液の使用　　　　　　　※ あり　　　　　　　・ なし

 ・ 4.3.5

特定埋込杭工法 　　　　　　・ 中掘り拡大根固め工法

　　杭周固定液　　　※ 使用する　    ・ 使用しない

(1) 工法　　・ プレボーリング拡大根固め工法

杭頭補強筋は，設計図による。

４節  鋼杭地業

 ・ 4.4.3

　　　　　　　　　　　・ 溶接継手

(1) 杭径・杭長・種別・長期許容支持力　　　　　　　※ 設計図による

(1) 杭の継手　　　　　・ 建築基準法に基づく指定機関において性能評定を受けた無溶接継手

4.3.8 による

 ・ 4.4.5

 ・ 4.4.6

 ・ 4.4.1
工法   

付加 

５章  鉄筋工事

２節  材料

 ・ 5.2.1 異形鉄筋ＳＤはＤ３８以下，丸鋼ＳＲ２３５及びＳＲ２９５は１３ｍｍ以下に適用する。

鉄筋の種類

規格名称 種類の記号 使用箇所 呼び径（ｍｍ) 備　考

 ・ＳＤ２９５ 設計図による Ｄ１０～Ｄ１６
　　異形鉄筋

 ・ＳＤ３４５ 設計図による
 (鉄筋コンクリート用棒鋼）

 ・ＳＤ３９０

 ・ＳＤ４９０

　　溶接閉鎖型せん断補強筋  ・ＳＤ２９５Ａ

 (大臣認定品または性能評価取得品)  ・ＳＤ２９５Ｂ

　　高強度せん断補強筋  ・ＫＳＳ７８５

 (大臣認定品または性能評価取得品)  ・

閉鎖型補強筋及び高強度せん断補強筋は材料の品質・加工方法ともに建築基準法に基づく性能評価の条件を

満足するものとする。

 ・ 5.2.2 (1) 溶接金網、鉄筋格子の寸法、径      JIS G 3551

種　　類 記　号 使用箇所 呼び径・寸法・形状 備　考

　鉄骨階段踏面

　防水層保護コンクリート

　配管埋設用コンクリート
ＪＩＳ規格品

　スラブ内埋設管の集密部分

 ＳＤ２９５Ａ 　壁・スラブ開口補強 　Ｄ１０、Ｄ１３

　φ６-１００ｘ１００ ＷＦＰ溶接金網

鉄筋格子

３節  加工及び組立

 ・ 5.3.4

継手及び定着

(1) 継手の工法

部位など 継手工法と適用径の範囲

　※ 重ね継手 （　　　　  　      　　　）
柱主筋

梁主筋

スラブ、壁筋

　※ 重ね継手 （　　　　  　      　　　）
杭主筋

 ・ ガス圧接 　 （　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

 ※ ガス圧接　　（　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

特殊な機械式継手の使用については，設計図にない場合は監理者に相談の上，設計者の了解を得ること。

告示１４６３号に示す（※ Ａ級　・　　　　　　　　　）工法：（　　　　　　　　　　　　　　　）

定着板の有無      ※ 無        ・ 有（設計図による）

 ・ 5.3.5

鉄筋のかぶり

厚さ及び間隔

かぶり厚さは目地底から算定する

設計図にて寸法指定個所を除き，設計図に示す鉄筋本数を等間隔に割り付ける。

(1) コンクリートのかぶり厚さ

　　  ※ 最小かぶり厚さに１０ｍｍ加える

    耐久性上不利な個所のかぶり厚は次による。

施工個所 最小かぶり厚さに加える寸法 （ ｍｍ )

外気に接する打放し面 ※　１０

特殊な鉄筋継手のあき    ※ 設計図による。

付加 

付加 

付加 

付加 

    水平載荷試験　　　　　　　　  ※ 行わない　　　　　　　　・ 行う　（ 次による）

　  水平載荷試験：  杭径（　　　　φ）　　個所数（　　　ヵ所）　　最大載荷荷重 （　　　　　ｋＮ ）

杭頭の処理等

材料

継手

一般事項

材料

継手

杭頭の処理等

５節  場所打ちコンクリート杭地業

杭径・杭長・長期許容支持力　　　　　　　　　　※ 設計図による

(1) 鉄筋　　　　　　　　　　　　　５章による

(2) コンクリート　　　　　　　　　※ 高炉セメント　　　・ その他（　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　設計基準強度　　　　　Ｎ/ｍｍ

　　　　　　　　　　　　　　　　　・ Ａ種　　　　　　　　※ Ｂ種

    コンクリートの強度補正　　　　設計基準強度を満足させるよう定める

鋼管の使用　　　　　　　　　　※ なし　　　　　　　　・ あり

 ・ 4.5.4

材料その他

(3) 超音波測定器による孔壁測定    ・ 行う              ・ 行わない

            ・ オールケーシング工法           ・ その他(                   )

 ・ 4.5.1 (2) 工法    ・ アースドリル工法               ・ リバース工法

６節  砂利，砂，捨コンクリート地業等

 ・ 4.6.2 (1) 砂利地業の材料　　　　　※ 再生クラッシャラン　　　　・ 切込み砂利及び切込み砕石

 ・ 4.6.3

砂利及び砂地業

注)「土間スラブ」は，土に接する構造スラブのことをいう。

注)

 ・ 4.6.4

捨コンクリート (2)  (1)以外の項目は６章１４節による。

置換コンクリート

コンクリートの種別　　　　　　　　　※ 普通コンクリート

※ 設計基準強度　１８Ｎ/ｍｍ   ( 構造体強度補正は行わない)

付加 

付加 

 ・ 付加

一般事項

材料

地業

地業

地盤改良地業 　・ 浅層混合処理工法　　　　　　　適用範囲，仕様及び計測，試験は設計図による

　・ 深層混合処理工法　　　　　　　適用範囲，仕様及び計測，試験は設計図による

六価クロム溶出試験　　　　　　※ 行う　　　　　　　・ 行わない

 ・ 付加

本節による，直接基礎，置換コンクリート地業及び地盤改良地業の支持層，長期許容支持力は下記による

４節  ガス圧接

 ・ 5.4.10

圧接完了後の

圧接部の試験

3062に示す判定基準にてす

超音波探傷試験の試験技術者は（社）日本鉄筋継手協会による超音波探傷検査技術者1G種，2種あるいは3種

とする。

による。

（※ ３０本　・　　　　　　）
超音波探傷試験

べての個所が合格すること。　超音波探傷試験の抜取率

１ロットとする

２００ヵ所程度以下を
超音波探傷試験ではJIS Z

施工した圧接個所かつ
こと。

同一作業班が一日に
規格強度以上」を満足する

（※ ３本　　・　　　　　　）

引張試験

が，「最大引張強さが母材
　引張試験抜取本数

引張試験では試料のすべて

及び抜取り率
判定基準ロット区分及び試料数試験方法

ロット当たりの抜取本数

圧接完了後の試験の抜取率及び判定基準

継手が溶接その他の特殊な工法による場合の試験は，前２号に準ずる抜取試験を行う。

　　準は，JIS Z 3062によるものとし，試験の要領は（社）日本鉄筋継手協会「鉄筋のガス圧接工事標準仕様

　　資料により監理者の承諾をうける。超音波試験の検査ロットは引張試験と同様とする。試験方法・判定基

　　超音波探傷試験の試験従事者は当該工事のガス圧接作業に従事しない者とし，技量及び経験の証明となる

　　引張試験の試験機関は原則として公的試験所とする。

　　※ 超音波探傷試験　　　　　　　・ 引張試験

(ｲ) 抜取試験の方法

検査及び試験の要領は（社）日本鉄筋継手協会「鉄筋のガス圧接工事標準仕様書」による。付加 

付加 

付加 

付加 

付加 

５節  機械式継手

 ・ 5.5.1

一般事項

鉄筋

溶接金網

その他配筋付加

帯筋の組立て

梁貫通孔の補強

　※ Ｈ形　　　・ ＨＭ形　　　・ Ｍ形　　　※ 既製品

・ スリーブ図に無い貫通孔が，必要な場合においても補強対象とし，本工事に含むものとする。

・ 施工者側の理由により貫通孔が追加となる場合は，増減対象とみなさない。

 ・ 付加

 ・ 付加

６章  コンクリート工事

２節  コンクリートの種類及び品質

 ・ 6.2.1

コンクリートの

種類

コンクリートの種類

コンクリート 設計基準強度 所要ｽﾗﾝﾌﾟ 単位水量の
番号 使用箇所

種　別   Ｆｃ (N/mm ) （ｃｍ） 上限値(kg/m )

１

２

３

４

５

６

(1) レディーミクストコンクリートの種別

　　※ Ⅰ類(JIS Q 1001 及び JIS Q 1011 に基づき、JIS A 5308への適合を認証されたコンクリート)

(1) 普通コンクリートの気乾単位容積質量

　　※ ２．３ ｔ/ｍ　　　　・ （　　　　　　） ｔ/ｍ

(3) 建築基準法第37条第二号に規定する国土交通大臣の認定を受けたコンクリートの使用  ※ 無    ・ 有

特殊な要求性能 適用範囲 措　置

2 3

 ・ 6.2.2

コンクリートの

強度

 ・ 6.2.4

ワーカビリティー

及びスランプ

 ・ 6.2.3

気乾単位容積質量

(2) 合板せき板を用いるコンクリートの打放し仕上げの種別 ・ 6.2.5

構造体コンク

リートの仕上り

構造体強度

補正値の有無

建築物の構造概要

１．標準仕様

図面及び特記仕様に記載されていない事項は，国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の

「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（令和４年版）」（以下，標仕という。）による。

２．特記仕様

(1) 項目は，番号に　　印の付いたものを適用する。

特記事項は，　 印の付いたものを適用する。

 　　　　印の付かない場合は，※印の付いたものを適用する。

　　　　 印と　　印の付いた場合は，共に適用する。※

(2) 各章の章，節，項の番号は，標仕の当該番号に対応する。

(3) （表　　　）（図　　　）の番号は標仕の当該表または図の番号を表す。

(4)　 　 印は「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」の特定調達品目を示す。Ｇ

(5) 図中の「付加」は，標仕にない特記事項を示す。

４章  地業工事

２節  試験及び報告書

３節  既製コンクリート杭地業

特記仕様書の適用

７

８

９

１０

　　※ 建築特記による。

3 3

2

2

　・ Ｈ形　　　・ （スパイラル）ＳＰ形　　　・ 溶接閉鎖形

Ｄ１９～Ｄ２５

　　　　　　・ その他　（　　　　　　）

（設計図による）

・長期設計支持力度は設計図による。

・支持地盤は設計図による。

工法　　工法名：（　設計図による　）

普通コンクリート

普通コンクリート

（１）工事名称　　 社会福祉法人可茂会　可茂学園建設工事

            ・ 特定埋込杭工法    (       )

 ※ ガス圧接　　（　Ｄ２２～Ｄ２５　）

（２）設計年　　　 ２０２５年３月

　　　建築場所　　 岐阜県可児市石森字桜木68-1他6筆

　※ 重ね継手 （　　Ｄ１０～Ｄ１６　　　）

（３）工事種別　　■新築　　□増築　　□増改築　　□改築

(1) ・ 直接基礎床板下　　　※ ６０ｍｍ　　・ １００ｍｍ　　          ・ １５０ｍｍ

    ・ 杭基礎床板下　　　　※ ６０ｍｍ    ・ 基礎梁下　　　          ※ ６０ｍｍ

    ・ 土間スラブ下　　　　※ ６０ｍｍ  ・ 土間コンクリート下　　　・ ６０ｍｍ

(1) 厚さ　　　　　　　　　　※ ５０ｍｍ　　　　　 ・ その他（  　　）

１５

１８

１８５

１８５

有

有Ｆｃ２４

Ｆｃ２４ 基礎、基礎梁、1F床　

S造のスラブ、上記以外の躯体

(1) 試験杭の位置及び本数　　　　　※ 最初の１本　　　　　・ 設計図による

 ・ 4.5.5

アースドリル

工法、リバース

工法及びオール

ケーシング工法

   JIS G 3112

　　書」による。

不合格の場合は，5.4.11

特殊な溶接継手の使用については，設計図にない場合は監理者に相談の上，設計者の了解を得ること。

告示１４６３号に示す（※ Ａ級　・　　　　　　　　　）工法：（　　　　　　　　　　　　　　　）

６節  溶接継手

 ・ 5.6.1

一般事項

　　・ Ⅱ類(Ⅰ類以外のJIS A 5308に適合したコンクリート)

付加 

注)「土間スラブ」は，土に接する構造スラブのことをいう。

注)
・ 土間スラブ下　　　　(   ５０ｍｍ)             ・ 土間コンクリート下　　　　(        ｍｍ)

（４）構造種別

（７）階数

（９）屋上付属物

（１０）特別な荷重

（１２）構造計算ルート

（８）主要用途

（１１）増築計画

（５）構造形式

（６）基礎形式

　　　（機械基礎重量は

　　　　含まない）

本体棟

（１３）重要度係数等の

　　　　考慮の有無

ルート３

I＝１．２５

（Ⅱ類）

 kN―

障害者支援施設

地上 １ 階

キュービクル

室外機

補給水槽  kN

 kN 約計70

 約  15

・

・

・

鉄骨造（S）

ラーメン構造

直接基礎（地盤改良）

 kN 約  60

　※ 重ね継手 （　　Ｄ１６  　　　　　　）

普通コンクリート １５ １８５ 無Ｆｃ２１ 土間コンクリート

設計図による

無

・

発電機  kN 約  20

プロパン庫

仕様規定確認

I＝１．００

（Ⅲ類）

 kN―

障害者支援施設

地上 １ 階

無し

壁式構造

無

壁式鉄筋コンクリート造（WRC）

べた基礎（表層改良）

構造特記仕様書（１） A1:-

A3:-

ＳＴ－００１

社会福祉法人可茂会 可茂学園建設工事

A1:

A3:

（構造設計一級建築士　第9235号）

田山　太郎

【構造関係規定に関わる部分が適合する】

（一級建築士　　登録第334762号）

2025。3



(1) セメントの種類

種　類 使用箇所（コンクリート番号）

　　※ 普通ポルトランドセメント

　　・ 高炉セメントＢ種

　細骨材及び混合細骨材

　・ フェロニッケルスラグ細骨材　　　使用部位（　　　　　　　　　　）Ｇ

　・ 銅スラグ細骨材　　　　　　　　　使用部位（　　　　　　　　　　）

　・ 電気炉酸化スラグ細骨材　　　　　使用部位（　　　　　　　　　　）

　砂利及び砂のアルカリシリカ反応性による区分　　　※ Ａ　　・ Ｂ

　砕石及び砕砂のアルカリシリカ反応性による区分　　※ Ａ　　・ Ｂ

３節  コンクリートの材料及び調合

 ・ 6.3.1

コンクリート

の材料

(2) 骨材

Ｇ

Ｇ

(a) 混和剤の種類及び適用（下記のものを使用可とする）

種　類 備　考

　・ ＡＥ剤

　・ 高性能減水剤

　・ 減水剤

　・ ＡＥ減水剤

　・ 高性能ＡＥ減水剤

　・ 流動化剤

促進型のものは原則として使用しない。

現場にて使用する流動化剤については，施工性及び品質を考慮の上，決定すること。

(b) 混和材の種類及び適用（下記のものを使用可とする）

　・ 高炉スラグ

　・ 膨張剤

(4) 混和材料

付加 

付加 

種　類 備　考

付加 

(5) ひび割れ誘発目地

　　位置　　　※ 意匠図による

　　寸法　　  ※ 標仕 〔 ９ ． ７ ． ３  ( １ )（ ア ) 〕 による　　　・ 設計図による

(4) 外部に面するコンクリート打放し仕上げの場合の打増し厚さ

　　※ ２０ｍｍ　　　・ ２５ｍｍ　　　・ １０ｍｍ　　　・　　　　ｍｍ

    内部に面するコンクリート打放し仕上げの場合の打増し厚さ

　　仕上げの無い内壁・柱型                      ※ １０ｍｍ      ・ （      ）ｍｍ

(ｱ) 調合管理強度は，設計基準強度Ｆｃに，下表に示す構造体強度補正値（Ｓ）を加えた値以上，かつ，品質

　　に関する規定を満たすものとする。

　　構造体強度補正値（Ｓ）は下表により，セメントの種類及びコンクリートの打ち込みから材齢28日までの

　　予想平均気温に応じて定める。

フライアッシュセメントB種

高炉セメントB種

低熱ポルトランドセメント

中庸熱ポルトランドセメント

早強ポルトランドセメント

高炉セメントA種

普通ポルトランドセメント

コンクリートの打ち込みから材齢28日までの予想平均気温θの範囲（℃）セメントの種類

表6.3.2 構造体強度補正値（Ｓ）の標準値

 ・ 6.3.2

コンクリート

の調合

８節  型枠

 ・ 6.8.1

付加 

(1) せき板の材料

　　※ 合板　　　　　　　　　・ 断熱材を兼用した型枠材　　　・ 鋼製型枠パネル

　　・ ラワン代替合板　　　　・ 針葉樹複合合板　　　　　　　・ その他　（　　　　　　　）

(2) 合板の厚さ

　　※ １２ｍｍ　　　・ １５ｍｍ（使用箇所：               ）

 ・ 6.8.2

型枠一般

材料

(2) せき板及び支柱の最小存置期間は下表による。

表6.8.2　せき板の最小存置期間

基礎、梁側、柱、壁

５　１５℃以上 ２
コンクリートの材

　　５℃以上 ３ ７
齢による場合（日）

　　０℃以上 ５ １０

施工箇所

セメントの種類

 ・ 6.8.4

型枠の存置期間

及び取外し

コンクリートの圧

縮強度による場合
　　   ー 圧縮強度が 5N/mm 以上となるまで。2

早強ポルトラ

ンドセメント

中庸熱ポルトラ

ンドセメント，

低熱ポルトラン

ドセメント    

３ ６

５ ８

８ １２

スラブ下 梁下

２８ ２８

  片持梁，庇，長大スパンの梁，大型スラブ等の型枠を支持する支柱，または施工荷重が著しく大きい場合

  の支柱等は，存置期間の延長・２層受け等を行う事。

表6.8.3　支柱の最小存置期間

１７

２５

２８

存置

期間中

　１５℃以上
コンクリートの材

　　５℃以上
齢による場合（日）

　　０℃以上

施工箇所

の平均気温

セメントの種類

付加 

早強ポル

トランド

セメント

左記以外のすべての

セメント          

  ８

１２

１５

　　   ー
コンクリートの圧

縮強度による場合
監理者との協議による

付加 

　　常時土あるいは水に直接接する部分

　　※ 使用しない　　　　・ 使用する（使用箇所：                    ）

(1) 軽量コンクリートの種別

　　・ １種　　　　気乾単位容積質量　　　（　　　　　　　　）　ｔ/ｍ

　　・ ２種　　　　気乾単位容積質量　　　（　　　　　　　　）　ｔ/ｍ

(2) 寒中コンクリートの適用期間は、（ JASS5 ）による。

(2) マスコンクリートの適用場所　　　　　　　・ 設計図による

　　設計図に記載がない場合でも，現場にて施工性を考慮の上，断面が大きくなるような処置を行う場合は，

　　本項に従うこととする。目安として，壁状部材で８００ｍｍ以上，マット状・柱状部材で１０００ｍｍ

　　以上を目安とする。

(1) セメントの種類　  ※表6.13.1に，適用するセメントの種類を示す。

(2) 混和剤 の種類　  ※ ＡＥ減水剤または高性能ＡＥ減水剤      ・ その他（                   ）

(5) スランプ　　      ※ １５ｃｍ　　　・     ｃｍ

(6) コンクリートの打込みから材齢２８日までの期間の予想平均養生温度によるコンクリート強度の補正値は

　　下表による。

表6.13.1 マスコンクリートの構造体強度補正値(S)の標準値

セメントの種類 コンクリートの打込みから材齢28日までの期間の予想平均気温θの範囲（℃）

 0≦θ ・ 中庸熱ポルトランドセメント

 ・ 低熱ポルトランドセメント

 ・ 高炉セメントＢ種

 ・ フライアッシュセメントＢ種

(2) コンクリートの種類

 ※ １５ ・ １８ ※ ２５  ・ ２０

 ・ ２０        

    セメントの種類

　　※ 普通ポルトランドセメント                            ・ 高炉セメントB種　　（捨コンクリート）

    呼び強度は設計基準強度以上とする。（構造体強度補正は行わない）

　　　　混和材を使用する場合は、6.13.2 (2) (ｲ)を適用すること。

１０節  軽量コンクリート

 ・ 6.10.2

１１節  寒中コンクリート

 ・ 6.11.1

１３節  マスコンクリート

 ・ 6.13.1

 ・ 6.13.2

材料及び調合

－ － －

－

－

－

－ － 0≦θ

 0≦θ

 0≦θ

－

－

暑中期間

暑中期間

＊

＊

＊暑中期間とは，日平均気温の平年値が25℃を超える期間をいう。 

  構造体強度補正値(S) (N/mm )2 6 3 0 6

１４節  無筋コンクリート

 ・ 6.14.1

コンクリート 設計基準強度 所要スランプ  粗骨材の最大寸法
使用箇所

 ・ 6.14.2

材料及び調合 ※ 普通コンクリート

※ 軽量コンクリート

 ※ Ｆｃ１８

 ※ Ｆｃ１８

付加 

付加 

種類及び品質

一般事項

一般事項 付加 

一般事項

種  別 Ｆｃ (N/mm )2 （ｃｍ）

 ※ １８ ・ ２１

（ｍｍ）

・ 構造用アンカーボルト　（ ※ 種類は図示による ）

・ 建方用アンカーボルト　（ ※ 種類は図示による ）

(1) 高力ボルト　　　　※ トルシア形高力ボルト　　　　　　Ｓ１０Ｔ(国土交通大臣認定）

                    　・ JIS形高力ボルト　　　　　　　   Ｆ１０Ｔ　　２種

 ・ 7.2.2

高力ボルト

 ・ 7.2.4

アンカーボルト

適用

※ 炭素当量などによる鋼材の区分は特記による。

※ 鋼材は原則として高炉材を使用する。電炉材を用いる場合は監理者の承諾を得る。

規格番号

国土交通大臣認定

国土交通大臣認定

国土交通大臣認定

JIS G 3101

JIS G 3106

JIS G 3136

JIS G 3138

JIS G 3350

JIS G 3444

JIS G 3466

２節  材料

 ・ 7.2.1 表7.2.1 鋼材の種類等

鋼材

JIS G 3475

(1) 仮組の実施        ※ 行わない      ・ 行う

(1)(ｲ)(b) 超音波探傷試験　　※ 行う　　・ 行わない

節 ※ すべて

検査水準 ※ 第6水準

(3) すべり係数試験

　※ 行わない　　　　　　　　　　　・ 行う（試験方法等：　　　　　　　　　　　　）

 ・ 7.2.9

柱底均しモルタル

(2) 無収縮モルタル　　※ 材料，調合等は，標仕7.2.9 (2) (ｱ)～(ｴ)による。

３節  工作一般

 ・ 7.3.10

４節  高力ボルト接合

 ・ 7.4.2

摩擦面の性能

及び処理

付加 

 ・ 7.6.12

溶接部の試験

仮組

　※ 建築基準法第77条の45第1項に基づき国土交通大臣から性能評価機関として認可を受けた

　　（株）日本鉄骨評価センター又は（社）全国鐵構工業協会の「鉄骨製作工場の性能評価基準」に定める

　　（　　）グレードとして国土交通大臣から認定を受けた工場又は同等以上の能力のある工場

７章  鉄骨工事

１節  共通事項

 ・ 7.1.3

鉄骨製作工場

付加 

(1) ※ 標仕の表18.3.2のＡ種      ・ 標仕の表18.3.2のＢ種      ・ 塗装を行わない

(2) 耐火被覆面への錆止め塗装　　 ※ 行わない　　　　　      　・ 行う（適用箇所：　　　　　　　）

８節  錆止め塗装

 ・ 7.8.4

塗料種別

９節  耐火被覆

 ・ 7.9.3

耐火被覆の

性能、品質等

１０節  工事現場施工

 ・ 7.10.3

アンカーボルト

の設置等

(2) 構造用アンカーボルト及びアンカーフレームの形状，寸法      ※ 図示による

(3) 建方用アンカーボルトの保持及び埋込み工法の種別            ※ Ａ種      ・ Ｂ種

(5) 柱底均しモルタル      厚さ：※ 図示による

                          種別：※ Ａ種      ・ Ｂ種

既製品柱脚の使用      ※ 有（設計図による）      ・ 無 ・ 付加

付加 耐火被覆材の使用                 ※ 有                        ・ 無

※ 所要性能及び適用箇所は建築特記による。

既製品柱脚

施行令第１２９条の２の３の事項

・　建築物に設ける建築設備にあっては、構造耐力上安全なものとして、以下の構造方法による。

　　ないものとすること。

□　煙突の屋上突出部の高さは、れんが造、石造、コンクリートブロック造又は無筋コンクリート造の

　　場合は鉄製の支枠を設けたものを除き、９０ｃｍ以下とすること。

□　煙突で屋内にある部分は、鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さを５ｃｍ以上とした鉄筋コンクリ

　　－ト造又は厚さが２５ｃｍ以上の無筋コンクリート造、れんが造、石造若しくはコンクリートブロック

　　造とすること。

　　は、支持構造部又は構造物の構造耐力上主要な部分に、支持構造部は、建築物の構造耐力上主要な

　　部分に、緊結すること。

　　　　有効な管の損傷防止のための措置を講ずること。

　　　　こと。

　　　　は可撓継手を設ける等有効な損傷防止のための措置を講ずること。

　　　　の他の震動及び衝撃緩和のための措置を講ずること。

　　（屋上水槽等のうち給湯設備に該当するものは除く。以下単に「給湯設備」という。）を除く。）は、

　　するものにあっては、建設省告示第１３８９号により、風圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して

　　構造耐力上安全なものとすること。

　　安全上支障のない構造とすること。　　

　　免震，配管ピット壁・柱型，ＥＬＶシャフト    ※   ０ｍｍ      ・ （      ）ｍｍ

　　床                                          ※ １０ｍｍ      ・ １５ｍｍ     ・ （      ）ｍｍ

3

3

Ｇ

□　建築設備（昇降機を除く。）、建築設備の支持構造部及び緊結金物は、腐食または腐朽のおそれが

□　屋上から突出する水槽、煙突、冷却塔その他これらに類するもの（以下「屋上水槽等」という。）

□　建築物に設ける給水、排水その他の配管設備（建築物に設ける電気給湯器その他の給湯設備

　　□　風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して安全上支障のない構造とする

　　□　建築物の部分を貫通して配管する場合においては、当該貫通部分に配管スリーブを設ける等

　　□　管の伸縮その他の変形により当該管に損傷が生ずるおそれがある場合において、伸縮継手又

　　□　管を支持し、又は固定する場合においては、つり金物又は防振ゴムを用いる等有効な地震そ

□　給湯設備は、第1の規定によるほか、風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して

□　法第２０条第一号から第三号までの建築物に設ける屋上から突出する水槽、煙突その他これらに類

□　給湯器等の転倒防止についての告示1447号を遵守すること。

　・ 防水材

上記の混和材を用いる場合には、品質及び供給の安定性を確認すること。

                    　※ 溶融亜鉛めっき高力ボルト　　　　Ｆ８Ｔ　　　１種

  捨てコン、嵩上げコン、押えコン

Ｍ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

１、２、３

 ・ 付加

その他

　一般構造用圧延鋼材

　溶接構造用圧延鋼材

　建築構造用圧延鋼材

　建築構造用圧延棒鋼

　一般構造用軽量形鋼

　一般構造用炭素鋼鋼管

　一般構造用角形鋼管

規格名称等

－

－

－

　建築構造用炭素鋼鋼管

　SS400、SS490、SS540

種類の記号

　SM400、SM490、SM520

　SN400、SN490

　SNR400、SNR490

  SSC400

　STK400、STK490

　STKN400、STKN490

　STKR400、STKR490

　BCR295

　BCP235

　BCP325

0≦θ＜ 9

0≦θ＜13

0≦θ＜14

0≦θ＜11

0≦θ＜ 5

0≦θ＜ 8

 9≦θ

13≦θ

14≦θ

11≦θ

 5≦θ

 8≦θ

6 3

普通エコセメント 0≦θ＜ 6  6≦θ

フライアッシュセメントA種

シリカセメントA種

普通ポルトランド

セメント，高炉セ

メントＡ種, シリ    

カセメントＡ種,     

フライアッシュセ

メントＡ種

高炉セメントＢ種,

シリカセメントＢ

種, フライアッシ

ュセメントＢ種

(注) 圧縮強度を圧縮強度試験により確認する場合は、6.9.3(1)(ｲ)による工事現場における水中養生供試体

     又は封かん養生供試体の圧縮強度とする。

中庸熱ポルトラン

ドセメント, 低熱

ポルトランドセメ

ント, 高炉セメン

トＢ種, シリカセ

メントＢ種, フラ

イアッシュセメン

トＢ種

普通ポルトラ

ンドセメント

，高炉セメン    

トＡ種, シリ    

カセメントＡ

種, フライア

ッシュセメン

トＡ種

存置

期間中

の平均気温

１２節  暑中コンクリート

(1) 試験体の養生方法

９節  試　験　等

 ・ 6.9.3

コンクリートの

強度試験

    ・ 標準養生　　　　　　※ 工事現場における水中養生　　　　　　・ 工事現場における封かん養生

付加 

 ・ 普通ポルトランドセメント  8≦θ －0≦θ＜8 暑中期間＊

JIS G 3114
　溶接構造用耐候性

　熱間圧延鋼材
　SMA400、SMA490

付加 

付加 

(1) 呼び名等

呼び名 適用箇所

・ 16

・ 19

・ 22

呼び長さ（mm）

 ・ 7.2.8

スタッド

小梁設計図による

    工場溶接の場合  AOQL（％）　※ 4.0 　・ 2.0

 構造体強度補正値(S) (N/mm )2

１２節  溶融亜鉛めっき工法

 ・ 付加 溶融亜鉛めっき処理    ※ 有（設計図による）      ・ 無 

 ・ 7.12.5

溶融亜鉛めっき

高力ボルト摩擦

接合

すべり係数試験

　※ 行わない　　　　　　　　　　　・ 行う（試験方法等：　　　　　　　　　　　　）

　※ ブラスト処理（表面粗度50μmRz以上）

　・ りん酸塩処理

　　　すべり耐力等の確認方法　　※ すべり耐力試験方法等　　・ 図示

(1) 摩擦面の処理

６節  溶接接合

 ・ 7.6.3

技能資格者

付加     技量付加試験

　※ 否    ただし，溶接技能者は，溶接条件に応じた JIS Z 3801及び JIS Z 3841 の資格者であること。

　・ 要    ただし，建築鉄骨溶接技量検定の合格者，又は，同等の技量を有すると工事監理者が認めた者は

　         免除する。

溶接作業を行う

(1) 開先の形状

(1) (ｶ) 鋼製エンドタブの切除        ※ 行わない      ・ 行う

(2) (ｴ) スカラップの形状

　　ノンスカラップ工法を採用する場合，監理者の承諾を得る。

　※ 鉄骨構造標準図による        　　　・ その他（　　　　　　　　　　　　　）

　※ 鉄骨構造標準図による        　　　・ その他（ 　　　　　　　　　 ）

 ・ 7.6.4

 ・ 7.6.7

溶接の準備

溶接施工

大梁設計図による

 ・ 6.8.5

型枠締付け

金物等の措置

付加     コーンにより躯体欠損となる箇所に充填する無収縮モルタルは、躯体コンクリートと同強度以上とする。

(1) ※日平均気温の平年値が25℃を超える期間 ・ 6.12.1

一般事項     ・日平均気温の平年値が27℃を超える期間（極暑期）

(3) 構造体強度補正値（S）は、6 (N/mm )とする。 ・ 6.12.2

材料及び調合

2

(1)荷卸し時のコンクリートの温度は、35℃以下とする。但しこれに寄り難い場合は、監督員と協議する。 ・ 6.12.3

製造及び打込み

付加    「暑中コンクリート工事における対策マニュアル2022」

構造特記仕様書（２） A1:-

A3:-

ＳＴ－００２

社会福祉法人可茂会 可茂学園建設工事

A1:

A3:

（構造設計一級建築士　第9235号）

田山　太郎

【構造関係規定に関わる部分が適合する】

（一級建築士　　登録第334762号）

2025。3



・鉄筋の断面表示は下表の記号による。

・　フックの表示

・　異形鉄筋の継ぎ手の表示

・　異形鉄筋の余長表示

・　圧接継ぎ手の表示

・異形鉄筋の末端部には、下記の場合にフックをつける。

（１）柱の四隅にある主筋（図１－２－１）で、重ね継ぎ手及び最上階の柱頭

　　　にある場合。

・特記図面の方が本図より優先されるものとする。

一般事項

１－１

鉄筋の　

記号

１－２

（２）梁主筋の重ね継ぎ手が梁の出隅及び下端の両端（図１－２－２）にある

　　　場合。但し地中梁を除く。

（３）煙突の鉄筋（壁の一部となる場合を含む）

（４）杭基礎のベ－ス筋

（５）帯筋、あばら筋及び幅止め筋

フック

（図１－２－１）

・丸鋼の末端部には必ずフックをつける。

折曲げ図

１－３

鉄筋の　

折曲げ
SD345

SD295A
SD295B SD390

135゜

90゜

及び

（図１－２－２）

180゜

角度

D

d

4ｄ以上

d

D

d

D

d

D

8ｄ以上

D

d

6ｄ以上

折曲げ内法直径（D）

表１－３－１　鉄筋の折り曲げ形状及び寸法

　（径の異なる鉄筋の重ね継手の長さは、細い鉄筋の径による）

異形鉄筋

記　　号

D10 D13 D16 D19 D22 D25 D29 D32 D35

・鉄筋の重ね継手及び定着の長さは（表１－４－１）による。

図１－５－１　定着の方法

・仕口内に縦に折り曲げて定着する鉄筋の定着長さLが（表１－４－１）のフック

※ただし、壁の場合及びスラブ筋でＤ１６以下は除く。

の位置

隣合う継手

１－６

フックの

原則として(1)による、やむを得ない場合のみ(2)とする

（1）
a

(1)
a

（2）

a

a

L1L1

機械式継手の場合

a≧400mma

a≧400mm以上、かつ(b＋40)㎜以上a

機械式継手
b

表１－６－１　隣り合う継手の位置
L1hL1h

a≧0.5･L1h

(2)
L1h

L1h

a＝0.5･L1h

L1

a＝0.5･L1a≧0.5･L1

溶接金網の

継手及び

定着　　　

１－７ ・溶接金網の継手及び定着長さは（図１－７－１）による。

150mm以上
1節半以上かつ

鉄筋L1L3

150mm以上
1節半以上かつ

定着（スラブの場合）

L2

L1
鉄筋

定着（壁の場合）

スパイラル

筋の継手

及び定着　

１－８

中間部（重ね継手）末端部（柱頭又は柱脚）

6ｄ以上 6ｄ以上6ｄ以上

6ｄ以上

・スパイラル筋の継手及び定着は（図１－８－１）による

1.5巻き以上
の添巻き

図１－８－１　スパイラル筋の継手及び定着

鉄筋の最小

かぶり厚さ

１－９

L1

重ね継手

図１－７－１　溶接金網の継手及び定着

１－４

継手及び

　　　　　フックを用いる場合には、余長は４ｄ以上とする。

　注）１．片持スラブ先端、壁筋の自由端側の先端で９０°フック又は１３５°

90゜

未満

d

D
（5d以上）

4d以上

（8d以上）

6d以上 8d以上

（8d以上）

50ｄ
50ｄ

・配筋は、特記及び本図による他は、国土交通大臣官房官庁営繕部監修 コンクリ-トの

設計基準強度

F
L1 L2

L3

小梁 小梁スラブ スラブ

鉄筋の

種　別
（N/mm ）c

30・33・36

24・27

35d 30d

21
SD295

35d40d

45d 40d

35d

35d 30d

18

45d

50d 40d

50d 40d

45d 40d

40d 35d

40d 35d

20d
150mm

かつ

L1h L2h

35d 30d 25d 20d

35d 30d

30d 25d

30d 25d

20d25d

20d25d

35d 30d

35d 30d

35d 30d

30d 25d

30d 25d

L3h

－10d

表１－４－１　鉄筋の重ね継手及び定着の長さ

　注）１．L1、L1h：２．から４．まで以外の直線定着の長さ及びフックあり

L1h、L2h又はL3h

L
余長

Lb

L1又はL2

（小梁及びスラブの上端筋の梁内折曲げ（フックあり）

L1h

フックありの場合の
重ね継手の長さ

（イ）直線定着 （ロ）折曲げ定着

鉄筋コンクリ－ト構造配筋標準図（１）

　あり定着の長さを確保できない場合の折曲げ定着の方法は、（図１－５－１）

直線定着の長さ フックあり定着の長さ

　により、次の（１）,（２）及び（３）のすべてを満足するものとする。

（１）全長は（表１－４－１）の直線定着長さ以上とする。

（２）余長は８ｄ以上とする。

（３）仕口面から鉄筋外面までの投影定着長さLa及びLbは、（表１－５－１）

鉄筋の

種　別

表１－５－１　投影定着長さ

La Lb

20d

20d

15d

15d

15d

15d

15d

15d

15d

20d

20d

20d

20d

15d

15d

20d

20d

20d

20d

20d

15d

15d

　注）１．La：梁主筋の柱内折曲げ定着の投影定着長さ

　　　２．Lb：小梁及びスラブの上端筋の梁内折曲げ定着の投影定着長さ

　　　　　　（基礎梁、片持梁及び片持スラブを含む）

　　　　　　（片持小梁及び片持スラブを除く）

　　　３．軽量コンクリートの場合は、表の値に５ｄを加えたものとする。

　　　に示す長さとする。ただし梁主筋の柱内定着においては、原則として、

　　　柱せいの３／４倍以上とする。

圧接継手の場合

溶接継手の場合

圧接継手・溶接継手

　なければ、柱及び梁の主筋はガス圧接とし、その他の鉄筋は重ね継手とする。

・鉄筋の継手は重ね継手、ガス圧接継手、機械式継手又は溶接継手とし、特記が

定着の投影定着長さ）

　「公共建築工事標準仕様書」令和４年度版に従うこと。

柱成の3/4倍以上

全長

La

余長

（フックなし）（梁主筋の柱内折曲げ定着の投影定着長さ）

L1、L2又はL3

L

１－５

定着の方法

4ｄ以上

4ｄ以上

90゜

2

SD345

SD390

30・33・36

24・27

21

18

30・33・36

24・27

21

10d

コンクリ-トの

設計基準強度

F （N/mm ）c 2

30・33・36

24・27

21
SD295

18

SD345

SD390

30・33・36

24・27

21

18

30・33・36

24・27

21

原則として(1)による、やむを得ない場合のみ(2)とする

１．共通

D19～D38D19～D38D16以下

5d以上4d以上3d以上

135゜

　　　２．ＳＤ３９０は、折曲げ角度が９０°未満で、あばら筋、帯筋、スパ

（幅止め筋）

　　　　　イラル筋以外の箇所で使用する場合、（　）内を適用する。

　　　３．折曲げ角度が９０°未満で、Ｄ２９以上の鉄筋を使用する場合は、

　　　　　折曲げ内法直径（Ｄ）を８ｄ以上とする。

　　　４．ｄ：鉄筋の径、Ｄ：曲げ内法直径

定着

以上

　　　２．L2、L2h：割裂破壊のおそれのない箇所への直線定着の長さ及び

　　　　　　　　　 フックありの定着の長さ

　　　３．L3　　 ：小梁及びスラブの下端筋の直線定着の長さ。ただし、

　　　　　　　　　 基礎耐圧スラブ及びこれを受ける小梁は除く。

　　　４．L3h　　：小梁の下端筋のフックあり定着の長さ

　　　５．フックあり定着の場合は（図１－５－１）に示すようにフック部分

　　　　　ℓ を含まない。また、中間部での折曲げは行わない。

　　　６．軽量コンクリートの場合は、表の値に５ｄを加えたものとする。

ある場合

フックの

ない場合

重
ね
継
手
の
場
合

表１－１－１　鉄筋の記号

ℓ

ℓ

の

スラブ

(片持ち

場合は

25d)

の

小梁

(片持ち

場合は

25d)

                   の定着の長さ

　以上とする。

・柱梁の主筋にＤ２９以上を使用する場合は、主筋のかぶり厚を径の１．５倍

・柱、梁等の鉄筋の加工に用いるかぶり厚さは、最小かぶり厚さに１０ｍｍを

　加えた数値を標準とする。

・鉄筋組立後のかぶり厚さは、最小かぶり厚さ以上とする。

・鉄筋の最小かぶり厚さは（表１－９－１）による。

屋内

屋外

a a

bdb

f

b c

d b a

cac

b

h

f

c

a
a

c

b

d

b

d

a

c

c

i k

i j

b b

k

i

d

d

f

d

d

f

f

d

f

f

c

c

f

e

d

d

e

f

c

f

f

d

d

k

c

dd

GL

基礎スラブ

土間コンクリート

※4

機械架台基礎

非耐力壁

(屋外)

(屋外)

(屋内)

(屋内)

(屋内)

(屋外)

(屋外) (屋外)

耐力壁

(屋外)

非耐力壁

c

非耐力壁

表１－９－１　鉄筋のかぶり厚さ

部　位
かぶり厚さ

土に接し

ない部分

土に接す

る部分

(単位mm)

かぶり厚さ
分類記号

スラブ
屋外

非耐力壁

煙突内面

擁壁・基礎スラブ
柱・梁・壁・スラブ

連続基礎の立上り部分

基礎

柱・梁

耐力壁

屋内

屋外

屋内

基礎スラブ・擁壁

40

30

50

40

40

30

30

20

40

30

30

20

70 60

60 50

50 40

50 40

70 60
※1 ※1

※1 ※1

※1 ※1

b

a

d

c

f

e

k

g

h

i

j

設計 最小 ※3※2

天井(ルーバー天井

など外気が侵入する

場合はbとする)

・スラブ、梁、基礎及び擁壁で、直接土に接する部分のかぶり厚さには、捨て

　コンクリートの厚さを含まない。

・塩害を受けるおそれのある部分等、耐久性上不利な個所は特記による。

・ひび割れ誘発目地・打継ぎ目地・化粧目地等がある場合は、目地底からのか

　ぶり厚さを確保する。 

・柱・梁で打継ぎ目地を設ける場合は、構造体寸法に目地深さ分を打増しとす

　る。この打増しは、耐久性上有効な仕上げと考えることができる。 

※4 ピット内を屋内とする場合は監理者と協議のこと。

図１－９－１　鉄筋のかぶり厚さ　分類記号図

※2 設計かぶり厚さ

　　施工誤差の割増１０mmを標準として見込むことによって、打設後最小かぶ

　　り厚さを下回る危険性を少なくするように、設計時点で配慮したかぶり厚

　　さを示す。 

※3 最小かぶり厚さ

　　築基準法施行令に規定されたかぶり厚さを基に、屋外側については耐久性

　　の観点から１０mm増したかぶり厚さを示す。 

※1 普通コンクリートに適用し、軽量コンクリートの場合は特記による。

鉄筋相互

のあき

１－１０

図１－１０－１　鉄筋相互のあき

（１）粗骨材の最大寸法の１．２５倍

・鉄筋相互のあきは（図１－１０－１）により、下記の内最大のもの以上とする。

（２）２５ｍｍ

（３）隣り合う鉄筋の平均径の１．５倍

D DＤ：鉄筋径の最外径 あき a

間隔 P

D41

D38

D35

D32

D29

D25

D19

D22

D16

36

25

46

28

43

21

33

40

62

48

18

44

53

33

57

32

38

32

108

100

93

84

77

66

58

53

50

(d)

呼び名
最外径

主筋のあき

aの最小値

2段筋の間隔

Pの最小値

表１－１０－１ 主筋のあきａの最小値および２段筋の間隔Ｐ

(1)柱 (2)梁

D10 11 32 43

D13 14 32 46

寄せ筋を示す

　注）１．鉄筋の最外径は銘柄ごとに異なるため、使用する鉄筋に合わせて

(単位mm)

・粗骨材の最大寸法が２５mm以外の場合のあき寸法、２段筋の間隔の最小値

　は、監理者に確認すること。

・２段筋の間隔Ｐは構造図による。構造図に記載がない場合は表１－１０－１

・粗骨材の最大寸法を２５mmとして算出した数値を表１－１０－１に示す。

・２段筋の間隔Ｐの最大値については、監理者に確認すること。

          適宜判断すること。  

  による。

図１－１０－２ 柱梁主筋のあきと間隔

P
P

≧
a

≧a

P

≧a

k

P

改定日：2020年10月

鉄筋コンクリート構造

配筋標準図（１）

A1:-

A3:-
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社会福祉法人可茂会 可茂学園建設工事

A1:

A3:
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田山　太郎
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改定日：2020年10月

３－３

柱頭補強筋

A－A断面
かご鉄筋

出隅部の鉄筋フック付き

※かご筋は柱主筋と同サイズ・同本数とする。

A

1
0
d

かぶり厚さ

A

かご鉄筋

帯筋は柱と同サイズ・同ピッチとする。

３－４

柱梁接合部

　（曲げて通し配筋としないこと。）

・柱と梁が同一面にある場合、梁横を増打とする。

　増打幅は柱主筋の径による。

増打

・梁主筋は引き通すものとし、引き通すことができない主筋は柱内定着とする。

梁側面増打

L
1
＋
5
d

L
1
h
＋
5
d

・梁側面の増打について、増打幅７０ｍｍ以上の場合は、７－１による。

・梁せい内で柱筋の定着が満足できない場合

（２）プレ－ト定着の場合（評定条件を満足すること。）

4
8
0
m
m
以
上

柱
主

筋
と

の
ラ

ッ
プ

長

D

二重帯筋

1
2
d
以
上

3
／

4
Ｄ

か
つ

かんざし筋

　-D16-@100

　-D16-@100

かんざし筋

かんざし筋を用いる場合

3
0
d
以
上

（１）プレ－ト定着を用いない場合

BB

B-B断面

図３－４－１　柱梁接合部

基礎の配筋

２－１

▽GL

基礎筋

独立基礎の場合 連続基礎の場合

Ａ部詳細

▽GL

布基礎配力筋布基礎主筋

基礎梁主筋

基礎梁あばら筋

腹筋とかねてよい

はかま筋

・基礎の配筋要領は（図２－１－１）及び（図２－１－２）とし、その他は

図２－１－１　直接基礎の配筋要領

・基礎接合部の補強配筋は（図２－２－１）による。

梁
幅

3-D16かつ

20d

L
2

D16@200以下

梁
幅

20d

L
2

L2

図２－２－１　基礎接合部の補強配筋

の補強　　

基礎接合部

L
2
h

※

※L2hを確保できない場合は、１－５による。

２－２

はかま筋

基礎筋
15d

L2

0＜D≦200

　※　Ｄが１０００を超える場合は特記による。

200＜D≦1000

D

D

基礎梁あばら筋

と同径・同間隔

L2

L
2
h

※

はかま筋

A

２．基礎

は
か

ま
筋

基
礎

筋

2
0
d

2
0
d

L2h
（フック付）

柱コンクリート面 印鉄筋は曲げ上げ

ℓo≧100かつ4d+70以上

2
0
d

7
0

1
0
0

d ：基礎筋の径

do：基礎筋・はかま筋

　　の細いほうの径

2
0
d
o

2
0
d
o

ℓo

d

なくてよい

B

A

B拡大図

D16@200以下

2
0
d
o

はかま筋 基礎筋

印鉄筋は曲げ上げ

なくてよい

20
d20d

A拡大図

図２－１－２　杭基礎の配筋要領

独立基礎の場合 三角独立基礎の場合

3-D16かつ

　特記による。

棟

鉄筋コンクリ－ト構造配筋標準図（２） （１）一般事項

ℓo

ℓo/4ℓo/2ℓo/4

15d

ℓo/4ℓo/2
ℓo

ℓo/4

ℓo/4 ℓo/4ℓo/2

15d(余長)

ℓo

15d

≧100

継手長さ

継手長さ

15d

継手長さ

（２）独立基礎で基礎梁にスラブが付かない場合の主筋の継手、定着及び余長

図２－３－３　主筋の継手、定着及び余長（その２）

※

継手長さ

継手長さ

継手長さ

基礎梁主筋

の継手、定

着及び余長

・基礎梁の主筋の継手、定着及び余長は（図２－３－１～図２－３－４）による。２－３

20d(余長) 20d（余長）

20d(余長)

L2

余
長
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長
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長
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長
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長
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長
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長
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※La
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長
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La

※La

※※La
L2

L2

余
長

La
※

La※

※LaLa※

L2 La La※

La※

　　　　　※Laの数値は、原則として、柱せいの３／４倍以上とする。

１）梁筋は、原則として、柱をまたいで引き通すものとし、引き通すことが

　　できない場合は、柱内に定着する。ただし、やむを得ず梁内に定着する

　　場合は、（図２－３－１）による。

２）梁筋を柱内に定着する場合は、１－５による。

図２－３－２　主筋の継手、定着及び余長（その１）

図２－３－４　主筋の継手、定着及び余長（その３）

（３）独立基礎で基礎梁にスラブが付く場合の主筋の継手、定着及び余長

　　　ただし、耐圧スラブが付く場合は、（４）による。

（４）連続基礎及びべた基礎の場合の主筋の継手、定着及び余長

　　　２．　　　　印は、継手及び余長位置を示す。

　　　３．破線は、柱内定着の場合を示す。

　注）１．図示のない事項は、４－１、４－２、４－３による。

L2

図２－３－１　梁筋の基礎梁内への定着

・本設計による基礎梁主筋の継手、定着の要領は、下記による。

採用図番号棟　　　名　　　称

図２－３－本体

図２－３－　

図２－３－　

３

棟

棟

L2

L2

　　　４．　　印は、継手中心位置を示す。

　　　５．　　印は、圧接・継手の好ましい位置を示す。

　　　６．　　印は、圧接・継手の好ましくない位置を示す。

L2

L2

8dかつ150かつB/2

梁幅B

8dかつ150かつB/2

図２－３－５　幅の小さい梁への定着要領（Ｌ２ｈが確保できない場合）

及び定着

３－１

柱筋の継手
　フックを付ける。ただし、柱頭定着長さL2を確保できない場合は、

・柱の四隅にある主筋で、重ね継手の場合及び最上階の柱頭にある場合には、

・隣り合う継手の位置は、１－６による。

かぶり厚さ

上階の鉄筋が
多い場合

≧150
定着継手

≧
5
0
0
か
つ

1
5
0
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≦

L
2

≦
3
h
o
/
4

h
o
/
2
＋
1
5
d

≧
L
2

h
o
/
2
＋
1
5
d

L
2

h
o

h
o

≧
1
5
d

(ニ)(ハ)(ロ)(イ)

8d以上

（２）　Ｗ－I形

P＠
〃
P＠P＠

〃
P＠

（３）　ＳＰ形（スパイラル筋）

6d以上

・柱帯筋の組み立ては下記による。

　　　２．フック及び継手の位置は、交互とする。

　注）１．Ｈ形を標準とする。

　　　５．Ｈ形の１３５°曲げのフックが困難な場合は、Ｗ－Ｉ形とする。

・帯筋組立の形に特記の無い場合は、下記による。

フレア溶接両面 5d以上、片面 10d以上

6d以上

（１）　Ｈ形

6d以上

(イ)

6d以上

40d以上

（４）　丸形

(ロ)

帯　　筋

３－２

≧
L
2

6
1

図３－１－１　柱主筋の継手、定着及び余長

　注）１．柱上下の断面寸法が異なる場合の主筋の折り曲げは、主筋勾配１／６

　　　　　を限度とする。１／６以上となる場合は、特記による。

≧150

≧
5
0
0
か
つ

1
5
0
0
≦

≦
3
h
o
/
4

３．柱

　　　４．ＳＰ形において、柱頭及び柱筋の端部は１．５巻以上の添巻きを行う。

　　　６．帯筋は、上下の柱断面が異なる場合、同径のものを２本重ねたもの

　　　　　とする。

　構造計算書等により必要長さの確認を行う。または、（図３－１－１）による。

図３－２－１　帯筋組立の形

(ハ)(ロ)(イ)

(ロ)(イ)

L

　　　３．溶接する場合の溶接長さLは、両面フレア溶接の場合は５ｄ以上、

　　　　　片面フレア溶接の場合は１０ｄ以上とする。

下階の鉄筋が
多い場合

か
つ

≧
4
0
0

≧
1
5
d

か
つ

≧
4
0
0

下側主筋

上側主筋

柱内拘束筋

折曲げ開始点

柱内拘束筋

図３－３－１　柱頭補強筋

L
2

※あばら筋と同径@200以下に設け、

  交差部は上側となる梁主筋に設ける。 

（３）かご筋・かんざし筋を用いない場合

四隅部フック

※はかま筋は通し筋、

  または柱へL2定着とする

15d程度

h
o

≧
h
o
/
4
か

つ
D

≦
3
h
o
/
4

大きい方の寸法

柱Dy

Dx
DはDx、Dyの

L
2
以
上

プロパン庫 ４

鉄筋コンクリート構造

配筋標準図（２）
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大梁筋の継

手及び定着

４－１

・梁上端筋：曲げ下げる

　梁下端筋：原則として、曲げ上げとする。やむを得ない場合のみ、

　　　　　　監理者の承諾を得て、曲げ下げることができる。

吊り上げ筋は、大梁のあばら筋と同径の

D≦100
1

6

ものを２本重ねたものとする

Ｄ＞１００の場合、または、鉄筋勾配が

１／６を超える場合は、（２）による。

・段違い梁の梁主筋配筋は下記による。

段違い梁

４－２

・大梁の主筋の継手、定着及び余長は（図４－１－１、４－１－２）による。

　注）１．梁主筋の重ね継手が、梁の出隅及び下端の両端にある場合（基礎梁を

一般階

最上階

ℓo/4ℓo/2
ℓo

ℓo/4

L1L1 L1

15d(余長) 15d(余長)

図４－１－２　ハンチのある大梁の重ね継手、定着及び余長

La※

La※

La※

L
2

L2

余
長

余
長

L
2

L2

L2

余
長

余
長

L2

La※

・継手及び圧接中心位置は下記による

　上端筋：中央 ℓo／２以内

　下端筋：柱面より梁成（Ｄ）以上離し端部 ℓo／４を加えた範囲以内

余
長

L2 二段筋

※

継手長さ

15d(余長)
※La

La
La※

L
2

L2

余
長

余
長

L
2

L2

※

20d(余長)

15d(余長)

一般階

最上階

図４－１－１　大梁の重ね継手、定着及び余長

上端筋

下端筋

D

D

La

La

余
長

L2
La

余
長

余
長

L2 ※

La※L2

※

ℓo/4

15d(余長)

20d(余長)

ℓo
Dℓo/4

20d(余長)

15d(余長)

４．梁

・梁主筋は、原則として柱をまたいで引き通すものとし、引き通すことができ

　ない場合は、柱内に定着することができる。

　なお、定着の方法は１－４による。

・梁主筋を柱内に折り曲げて定着する場合は次による。

　　　３．破線は、柱内定着を示す。

　　　４．梁内定着の端部下端筋が接近する場合は、一点鎖線の様に引き通す

　　　２．　　　　印は、継手及び余長を示す。

　　　　　ことができる。

　　　※ Laの数値は、原則として、柱せいの３／４倍以上とする。

ℓo/4ℓo/2
ℓo

ℓo/4

継手長さ
D ℓo/4

　　　　　除く。）には、フックを付ける。

L1

　　　５．　　印は、継手中心位置を示す。

　　　６．　　印は、圧接・継手の好ましい位置を示す。

　　　７．　　印は、圧接・継手の好ましくない位置を示す。

L1 L1
L1L1

・柱の仕口部の範囲は構造図による。構造図に記載のない場合は、柱に取り付

  く全ての梁せいが重なる範囲を仕口部とする。（図３－４－２） 

・直交梁がない場合、柱の仕口部帯筋範囲は構造図による。構造図に記載のな

　い場合は、仕口部帯筋配筋は適用しない。（図３－４－３）

・柱の仕口部帯筋の範囲は、図３－４－４による。 

・柱の仕口部帯筋の配筋要領は構造図による。 

仕口部

平面

ア イ矢視図 矢視図

ア

イ

柱

平面

柱

直交梁なし

有 有 無

梁

梁

梁

梁 梁

※第1帯筋は、上(下)階の柱の帯筋と同様とする。

第1帯筋
(梁主筋直上)

第1帯筋
(梁下端)

仕口部帯筋

上階柱の帯筋

下階柱の帯筋

図３－４－２　柱の仕口部の範囲

図３－４－３　柱仕口部範囲の有無

図３－４－４　仕口部帯筋の範囲と第1帯筋位置

ℓo/2Lb

・単独小梁の場合

Lb Lb

ℓo/6

小　　梁

４－５
外端

ℓo/6
ℓo

8dかつ150かつ

ℓo/4

L2(定着)

連続端 連続端

※L3h 20d(余長) 20d(余長)

余
長

L2

ℓo

・連続小梁の場合

7ℓo/12

※L3h

余
長

※L3h

　注）１．　　　　印は、余長位置を示す。

　　　２．梁せいが小さく垂直で余長がとれない場合、斜めにしてもよい。

　　　※L3hを確保できない場合は、１－５による。

　　　３． 図示のない事項は、２－３及び４－１、４－２、４－３による。

図４－５－１　小梁主筋の継手、定着及び余長（その１）

図４－５－２　小梁主筋の継手、定着及び余長（その２）

15d(余長)15d(余長) 15d(余長)15d(余長)

ℓo/4ℓo/4 ℓo/2 ℓo/4ℓo/4

ℓo/2 ℓo/4ℓo/4

20d(余長)20d(余長)

15d(余長)15d(余長)

ℓo/2 ℓo/4ℓo/4

外端

L2

余
長

L2

ℓo/6
ℓo

20d(余長) 20d(余長)

2ℓo/3

　　　４．　　印は、継手中心位置を示す。

　　　５．　　印は、圧接・継手の好ましい位置を示す。

　　　６．　　印は、圧接・継手の好ましくない位置を示す。

・小梁主筋の定着で垂直に余長が確保できない場合は、上端筋は斜め定着、

　下端筋は斜め定着あるいは水平定着としてもよい。

大梁
大梁

小梁
平面立面

図４－５－３　小梁と大梁の取合い

B/2

梁幅B

梁

小梁

L
2

L3h

L3 下端筋はL3直線定着または
L3hフック付定着とする。

図４－５－４　幅の小さい梁への定着要領

(Lbが確保できない場合)

４

３

２

１

１ ２ ３ ２ ３ ４

柱柱

Laかつ3D/4

あばら筋

（イ）

図４－４－２　副あばら筋・副帯筋の形状

鉄筋コンクリ－ト構造配筋標準図（３）

３－４

柱梁接合部

図４－２－１　段違い梁の主筋配筋要領

（２）鉄筋勾配が１／６を超える場合（ｅ／Ｄ＞１／６の場合）

梁

L2

L2

中間階 最上階(上に柱のない場合)

梁

Laかつ3D/4

Laかつ3D/4

柱 柱

Laかつ3D/4 Laかつ3D/4

・水平方向にずれのある場合の梁主筋配筋は下記による。

柱

梁

は、通し筋としない場合の

柱

梁

折曲げ定着を示す。
は、通し筋としない場合の
折曲げ定着を示す。

吊上げ筋

吊上げ筋
DD

e

D D

（１）e/D≦1/6の場合　　　　　　　（２）e/D＞1/6の場合

図４－２－２　水平方向にずれのある場合の主筋配筋要領

L
2

L
2

L
2

e

e e

e e

（１）鉄筋勾配が１／６以下場合

・主筋の段落とし部における定着端部から１０ｃｍの範囲内にあばら筋

　がない場合は横補強筋（あばら筋と同サイズ）の鉄筋を配筋すること。
段落とし部　

４－３

※柱も同じように補強筋を配筋する事。

L≦10cm

図４－３－１　段落とし部あばら筋補強要領

幅止め筋

（ロ） （ハ） （ニ）

　場合は（ロ）～（ニ）とすることができる。

　の付く側、Ｔ形では交互とする。

・フックの位置は（イ）の場合は交互とし、（ロ）の場合は、Ｌ形ではスラブ

・（イ）形を標準とする。ただしＬ形梁の場合は（ロ）又は（ハ）、Ｔ形梁の４－４

8d以上

6d以上

8d以上 8d以上

6d以上

　なお、（ハ）の場合は床板の付く側を９０°折曲げとする。

図４－４－１　あばら筋フック曲げ要領

・鉄筋末端部フックは、図４－４－１による。

（１）　間隔が一様で、ハンチの無い場合

・あばら筋は柱面の位置から割付ける

（２）　間隔が一様で、ハンチのある場合

あばら筋と同径の
ものを２本重ねたもの

・腹筋の継手長さは１５０ｍｍ程度

・幅止め筋及び受け用幅止め筋は、Ｄ１０＠１０００程度

〃
〃

600≦Ｄ＜900 900≦Ｄ＜1200 1200≦Ｄ＜1500

・一般梁の腹筋

D
D

D

2-D13

2-D10

P＠
≒30 ≒30

≦P＠

P＠ P＠ P＠

≒30 ≒30

≦P＠ ≦P＠

〃

Ｐ≦３００ｍｍ
P

P

≦P＠

2-D10

2-D10

2-D10

2-D10

2-D10

2-D13

2-D13

2-D13

2-D13

図４－４－４　あばら筋の割付け（その１）

図４－４－５　あばら筋の割付け（その２）

1500≦D

図４－４－６　腹筋及び幅止め筋

〃

・原則、梁の上下にスラブが取り付く場合、かつ、梁せい１．５ｍ以上の場合

　使用可能とする。

図４－４－３　梁せいの大きな基礎梁など、あばら筋を分割する場合の

あばら筋・副あばら筋の形状

※L1h(フック付重ね継手)は表１－４－１による。上下スラブ付

余
長

余
長

L
1
h
※

L
1
h
※

余
長

フックをつける
(フック角度は
180°,135°,90°
のいずれと
してもよい）

フックをつける
(フック角度は
180°,135°,90°
のいずれと
してもよい）

改定日：2020年10月

鉄筋コンクリート構造

配筋標準図（３）
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図５－５－１　壁の出隅部の補強要領

壁配筋

シングル

ダブル

補強筋の本数

最下階 ２階以上

5-D13

10-D13

3-D13

6-D13

　出隅となる部分にはひび割れ防止筋を配筋すること。

・下図のように四周が柱や梁で拘束されたスリットのない壁で立面形状上、

・フレーム外の壁でも上記の条件に該当する場合は、同様にひび割れ防止筋を

　配筋すること。

壁の

５－５

出隅部の

補強

（内）

（外）

各1-D13

（外）

（内）

耐　力　壁 非　耐　力　壁

・誘発目地は監理者の承認のうえ、原則として３ｍ以内ごとに設けること。

・原則として耐力壁の構造躯体は欠損させないこと。

・※は意匠図による

※※

25

※ ※

壁の

５－６

誘発目地

スリット材仕様

・外壁・内壁全ての鉛直及び水平スリットは完全スリット型とする。

・スリット材は変形追従性のあるもので、構造耐力上影響を及ぼさないもの

　とする。

・挿入するスリット材は、必要な耐火性能を有するものとする。

・スリット材には止水対策が講じられているものとする。

鉛直スリット断面詳細図 水平スリット断面詳細図

柱

不燃材付き
D13-@400

不燃材付き
腰壁・垂れ壁・袖壁
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鉛直スリット ※1

図中表記

20

間隔t

△

▼

△

L

▼

△ L

△

△

L △ L

△

L

△

　　　L≦２.０ｍ　は　t＝２０とする。

・直交壁にスリットがある場合は、特記による。

（全長）

防錆処理を施すこと

△

250程度

2
5
0
程
度

・免震構造の場合は、特記による。

・スリット長さLは図５－７－２による

構造

５－７

スリット

要領

開口部補強

５－４

　こと、または５０ｍｍ以下でずらすことにより補強筋を省略することができる。

・開口部の最大径が３００ｍｍ以下の場合、鉄筋を１／６以下の勾配で曲げる

・壁の開口補強筋は図５－４－１のように配筋する。

・開口補強筋は特記による。
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　　　　　b寸法５００未満の場合は、必要なかぶりを確保の上、規定の壁筋と

　　　２．b寸法５００以上の場合は別開口として、個別に開口補強を行う。

図５－４－２　非耐力壁の設備開口補強要領

　　　　　同径筋を＠１５０以下で配筋する。

　　　３．　　　印部分は規定の壁配筋を行う。

（１）壁開口部の補強

（２）非耐力壁設備開口の補強

・非耐力壁における設備開口の補強要領は図５－４－２による。

図５－４－１　壁の開口補強要領

　注）１．ℓo、ho寸法を開口寸法とし、補強筋は壁リストによる。
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b b
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表５－５－１　補強筋の本数

図５－６－１　壁の誘発目地

図５－７－１　構造スリット要領

表５－７－１　構造スリット間隔

図５－７－２　構造スリット長さ

防錆処理を施すこと

t

スリット

スリット

※１　スリット間隔tは、以下による。

           （全長）

・斜め補強筋によってコンクリートの充填性が阻害される場合は、溶接金網を

　用いてよい。

・階数が５階をこえ、Lが４０ｍを超える場合は、特記による。

・補強筋の柱又は梁内への定着は不要とする。

45°

6-D13

6-D13

10-D13

L

CL

４～５スパンかつ２０ｍ＜L＜４０ｍの場合の補強を示す。

溶接金網
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鉄筋の

５－３

継手位置

（１）　壁筋の継手位置

・原則として、梁・柱の中には壁筋の継手を設けないこと。

・横筋を１スパンごとに柱に定着させてもよいが、柱と同一面に壁がある場合に

　は、外側の鉄筋は直線定着長さが確保できる場合でも先端を９０°に折り曲げ、

　１５０ｍｍ以上柱内に飲み込ませる（※印）。

図５－３－１　壁筋の継手位置

（２）　土圧を受ける地下壁の壁筋の継手位置

　注）１．　　印は、継手の好ましい位置を示す。

　　　２．　　印は、継手の好ましくない位置を示す。

　　　４．　　は、外側（土に接する側）の鉄筋

　　　５．　　は、内側（室内側）の鉄筋

図５－３－４　土圧を受ける地下壁の壁筋の継手位置
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L
1

　　　L≦３.０ｍ　は　t＝３０とする。
　　　L≦３.５ｍ　は　t＝３５とする。
　　　L≦４.０ｍ　は　t＝４０とする。
　　　L≦５.０ｍ　は　t＝５０とする。
　　　L＞５.０ｍ　は　t＝７０とする。

・A部は図５－３－３による

柱

（１）柱に定着する場合

図５－３－２　主筋の外側を通る壁筋の定着方法

（２）梁に定着する場合

梁
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（１）先端90°フックとする場合 （２）先端を斜めに折り曲げる場合

壁筋

帯筋またはあばら筋 壁筋

帯筋またはあばら筋※定着長さは
  L2とする。

・壁筋が帯筋・あばら筋から離れた位置となる場合は、９０°フックの余長部分

  を８ｄかつ１５０以上、帯筋・あばら筋内に定着する。

図５－３－３　Ａ部鉄筋折曲げ形状と寸法

４－６

鉄筋コンクリ－ト構造配筋標準図（４）

片持梁
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（１）片持梁の定着
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折下げ折下げ

片持梁

片持梁

先端小梁
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垂直断面（Ａ－Ａ断面）

地下外壁

小梁連続端部小梁終端部

水平断面

注）１．図示のない場合は、（１）による。

（２）片持梁と先端小梁の納まり

　　２．先端小梁終端部の主筋は、片持梁内に水平定着する。

　　３．先端小梁の連続端は、片持梁の先端を貫通する通し筋としてよい。

　　　　継手は上端筋不可、下端筋のみ可とする。

　　２．先端の折り曲げ長さLは、梁せいからかぶり厚さを除いた長さとする。

　　　　※２　L2h、L3hを確保できない場合は、１－４による。

　　　　※１　Laの数値は、原則として梁せいの３／４倍以上とする。

2ℓ/3

注）１．　　　　印は、余長位置を示す。

e2

※1 ※2

・片持梁が連続する小梁の端部は、内端配筋とする。

　柱内定着とし、梁内定着は不可とする。

・主筋は連続する大梁からの通し配筋とする。通し配筋できない場合は、

　　３．図示のない事項は、４－１、４－２、４－３による。

図４－６－１　片持梁主筋の継手、定着及び余長

図４－６－２　片持梁主筋の定着
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・壁配筋の重ね継ぎ手はL1、定着長さはL2とする。

・幅止め筋は、縦、横共Ｄ１０－１０００＠程度とする。

・壁筋は柱、梁の主筋位置から割り付け、端部は定められた間隔以下とする。

・片持階段及びスラブを受ける壁の縦筋は、横筋の外側に配置する。

・継ぎ手及び定着長さがとれない場合は、監理者の承諾を受けて、両面フレア

　溶接の場合は５ｄ以上、片面フレア溶接の場合は１０ｄ以上とする事が出来る。
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図５－２－１　壁の交差部及び端部の配筋

図５－２－２　壁端部・開口部小口補強

コ形補強筋が外側の場合 コ形補強筋が内側の場合 壁筋にフックを設けた場合

耐
力
壁

L
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L
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注）１.耐力壁の場合、コ形補強筋壁筋と同径・同間隔とする。

    ２.L寸法は構造図による。構造図に記載のない場合は１５ｄとする。

    ３.壁筋にフックを設けた壁で、壁厚が２５０ｍｍ以下の場合、開口部小口

       補強は省略することができる。
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図５－３－５　柱とのおさまり
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梁幅

図５－３－６　梁とのおさまり

・A部は図５－３－３による

図５－３－７　壁上部のおさまり
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図５－３－８　地下外壁と基礎梁の接合部おさまり

・A部は図５－３－３による

A部 A部

※上スラブがない場合、または上スラブが置きスラブの場合の、

　地下外壁定着要領は構造図による。
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　ただし、開口部から設計かぶりを確保すること。

Laかつ3D/4

　注）１．　　印は、継手の好ましい位置を示す。

　　　２．　　印は、継手の好ましくない位置を示す。

改定日：2020年10月

鉄筋コンクリート構造

配筋標準図（４）

A1:-

A3:-

ＳＴ－００６

社会福祉法人可茂会 可茂学園建設工事

A1:

A3:

（構造設計一級建築士　第9235号）

田山　太郎

【構造関係規定に関わる部分が適合する】

（一級建築士　　登録第334762号）

2025。3



６．スラブ

・継手長さはL1とする。

・配筋は中央から割付け，端部は定められた間隔以下とする。

・定着長さ及び受け筋は図６－１－１による。

　入れる事。

・スラブ配筋の上端筋と梁と取合うあばら筋には必ずＤ１３以上の受け筋を

・（イ）の場合、スラブ上端筋を反対側のスラブ内の定着とすることができる。

　その場合の定着長はL2とし、受け筋Ｄ１３以上を配筋すること。
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受け筋

一般事項

６－１

受け筋

受け筋 受け筋

5-D10(ℓ=1500) ・屋根スラブの出隅及び入り隅部分

　には左図による補強筋を上端筋の

　下側に配置する。

5-D10(ℓ=1500)

屋根スラブ

６－５

補強

目地範囲

目地範囲

各1-D13

（上）

（下）

1-D13

（外）

（内）

注）シングル配筋の場合は、横筋を１本おきに切断の事。

スラブ部分 手　摺　部　分

・※は意匠図による。

※

25 25

※

・誘発目地は監理者の承認のうえ、

　原則として３ｍ以内ごとに設けること。

※ ※

片持形式の

６－６

バルコニー

の誘発目地

段差補強
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端部 中間部

スラブ筋径と同等

同材質、同間隔

増打

D13 増打
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a

スラブ筋径と同等

同材質、同間隔

L1

L1

ａ≦３００

　特記による。特記がなければ図６－８－１による。

・基礎梁と構造床板を一体打ちとしないで、打ち継ぎを設ける場合の補強は

・ａ＞３００の場合は７－１による。

構造スラブ

６－８

の打継ぎ

補強

L2

・接合部配筋はＤ１０－２００＠にいれる。

土間コンクリート補強筋
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・特記無き場合土間コンクリ－トは厚１５０とし配筋はＤ１０－２００＠

　ダブル配筋とする。

図６－１－１　スラブ筋の定着長さ及び受け筋

図６－５－１　出隅及び入隅部の補強配筋

図６－６－１　片持形式のバルコニーの誘発目地

図６－８－１　構造スラブの打継ぎ補強

６－９

土間コン

接合部配筋

図６－９－１　土間コンと基礎梁との接合部配筋
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６－２

継手位置

及び耐圧

スラブの

・スラブの継手位置

配筋要領

（１）上端筋の継手

図６－２－１　上端筋の継手

（２）下端筋の継手

・スラブの継手は、梁幅内に設けないことが望ましい。図６－２－１中の※印の

　定着は隣接するスラブ配筋が異なる場合など、やむを得ない場合とする。

・図６－２－２の下端筋では、※※印の継手は設けずに梁に定着する場合が多い。

・べた基礎（耐圧スラブ）のスラブの継手位置は、図６－２－１、図６－２－２

　で上端筋→下端筋、下端筋→上端筋と読み替える。

　注）１．　　印は、継手中心位置を示す。

　　　２．　　印は、継手の好ましい位置を示す。

　　　３．　　印は、継手の好ましくない位置を示す。

　　　４．　　印は、やむを得ず継手を設けてもよい位置を示す。

図６－２－２　下端筋の継手

シーリング

必要に応じて
シーリング

シーリング

必要に応じて
シーリング

　に、開口によって切られる鉄筋と同量の

　鉄筋で周囲を補強し、隅角部に斜め方向に

　２－Ｄ１３（ℓ＝2L1）を上下筋の内側に

　配筋する。

・開口の最大径が、両方向配筋間隔以下の

　場合、鉄筋を１／６以下の勾配で曲げる

　こと、または５０ｍｍ以下でずらすこと

　により補強筋を省略することが出来る。

・開口径が７００以下の場合は、左図のよう
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スラブ
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開口部補強

図６－４－１　開口部補強配筋

（６）片持スラブの入隅部
2500

図６－３－４　片持スラブ入隅部の補強配筋
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上端筋間隔が@100以下
となるように5-D13に
より補強する 

・φ７００以下の円形開口については、当該

　円形開口が外接する四角形とみなして上記

　補強要領を適用する。

　ただし、開口部から設計かぶりを確保する

1/6以下の勾配で
鉄筋をまげても
よい

L
1

L
1

L1L1

ずらしてもよい
（50mm以下）

鉄筋を切断した場合
は切断した鉄筋量
以上を開口脇に配筋
する

図６－４－２　単独円形小開口の配筋要領

（開口の大きさが床および壁の配筋間隔以下の場合）

・スラブ開口部が柱または梁に接する場合の

　配筋要領は壁開口を適用する。ただし、

　開口径７００ｍｍ以下とする。

　こと。

鉄筋コンクリ－ト構造配筋標準図（５）
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・耐圧スラブの配筋要領
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図６－２－３　耐圧スラブの配筋要領
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・特記無き場合の出隅受け部配筋は５－Ｄ１３とする。

・出隅補強筋はリストによる。特記無き場合はＤ１３－２００＠ダブルとする。
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　　２．出隅受け部配筋は柱又は梁に

出隅補強筋

出隅受け部補強

L1

出隅部補強

注）１．ℓ1≧ℓ2とする

L
1

L
1

以
 
上

先
端

壁
厚

以
 
上

/2ℓ1

ℓ
2

/
2

ℓ
1/
2/
2

ℓ
1

注）１．ℓ1≧ℓ2とする

　　　　L1定着する

2-D13

Laかつ中心線を超えて定着

2
5
d
以
上

2
5
d
以
上

補強筋※

2
5
d
以
上

受け筋

8d以上かつ中心線を超えて定着

L1

L1

L3

ℓ

100以下

受け筋

L2

L3

La

8
d
以
上

補強筋※

受け筋

・片持スラブの継手は不可とする。ＰＣａ化等によりやむを得ない場合は、

　継手長さをL1とし、監理者の承諾を受けること。

ℓ≦1000　D13
ℓ＞1000　D16

（１）片持スラブの定着

先端補強筋 2-D13

L1 L2

（２）梁の中間にスラブがつく場合

（３）逆スラブの場合

※補強筋は、片持スラブ上端筋と同配筋以上となるように補強すること。

図６－３－３　片持スラブ出隅部の補強配筋

図６－３－１　片持スラブの配筋

図６－３－２　先端に壁が付く場合の配筋

ℓ
1

ℓ1

ℓ
2

ℓ1 ℓ1

（５）片持スラブの出隅部

６－３

７０＜Ｈ≦１５０

D13

H

L2

L2

2t

Ｈ≦７０

H

D13

6H

図６－７－１　段差補強

１５０＜Ｈ≦２ｔ

□形配筋
はスラブ筋と
同径同間隔D13以上

H
≦
2
t

L2h

L2h

t

300

改定日：2020年10月

鉄筋コンクリート構造

配筋標準図（５）
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・屋上スラブおよび外壁の配管は不可とする。

　確保すること。

　確保すること。

・配管方法については監督職員の了解を得ること。

・管相互のあきは管外径の４倍以上確保し、平行鉄筋とのあきは３０ｍｍ以上

・スラブの管交差は１段重ねまでとし、交差部で鉄筋とのあきは３０ｍｍ以上

・柱及び梁との平行配管は柱面及び梁面から５００ｍｍ以上離すこと。

（縦筋と同径同ピッチ）

（横筋と同径同ピッチ）

壁　平面形状

　内側にかぶりを確保して補強筋を配置する。

　定着長さは機器端部よりL1とする。

・壁がシングル配筋の場合で、埋込み機器が鉄筋を切断しない時は、補強の必要

　はない。

（電気ソケット等）
設備機器

縦補強筋

横補強筋

（電気ソケット等）
設備機器

横補強筋
（横筋と同径同ピッチ）

縦補強筋
（縦筋と同径同ピッチ）

・壁がダブル配筋で埋込み機器が横筋を切断する場合、切断した本数だけ機器の

壁　立面形状

設備機器

設備用配管

増打コンクリート部分
（増打補強筋不要） 増打補強筋

増打コンクリート部分

増
打

ち
範

囲
（

設
備

機
器

設
置

階
）

（電気ソケット等）

（電気ソケット等）

設備機器

設備機器

a a

設備機器

増打補強筋

b b

b b

　けて配置する。

・設備機器が増打部分の補強筋を切断する場合、補強筋を設置機器の両側に分

・柱には原則として設備機器の埋込みは行わない。設置する場合は設備機器部分

　を増打する。

・ｅ≦７０ｍｍの時　ｅ＝増打ち厚さ ・ｅ＞７０ｍｍの時　ｅ＝増打ち厚さ

（ａ－ａ断面）

（ｂ－ｂ断面）

増打部

埋込み配管

埋込み配管

大梁 柱

・壁配管は原則として垂直配管とし、横走り及び斜め配管は不可とする。

D10@200ダブル

2
5
0

埋め戻しは良質の砂質土を用い、

２５０ｍｍ内外ずつタンパ―で

砕石

1
5
0

40

調合モルタル充填

60°

（注）１．基礎スラブピット配筋（イ）は接続する基礎スラブと同径・同間隔

（イ）

L1

（イ）

・幅、深さ１，０００以上の場合は、特記による。

基礎スラブピット（釜場等）

t

t

t

（イ）

e

e

e

20d

20dL1 L1

L1

1,000x1,000以内

L
1

20d

・コンクリート躯体に埋設する配管の外径は、コンクリート躯体の厚さ１／４

・原則として電気等の埋込み配管は、柱・梁の構造断面内には配置しない。

・柱・梁断面を避けて壁を貫通させるか、増打部で貫通する事。

L
1

L
1

L
1

D10@200ダブル

2
5
0

2
5
0

誘発目地（目地位置は３ｍ内外の間隔で設けること）

目地深さ４０～５０ｍｍとし、目地幅３～５ｍｍ

リートカッターにより切断すること。上端筋は切る。

７－４

梁貫通孔の

補強筋

８．設備

８－１

合成樹脂製

可とう電線

８－２

設備機器

壁埋込み

部補強

８－３

設備機器

柱埋込み

部補強

８－４

電気等の

埋込み

配管要領

７－２

土間コン

クリート

７－３

スラブの

ピット

配筋要領

とする。コンクリート打設後２日までに、コンクリ

          とする。

　以下とし、ねじなし電線管については（Ｅ３１）以下、合成樹脂可とう電線

　管については（２２）以下とする。

a

20d

D10@200縦横とも

壁の増し打ち厚さ（ａ）が５０ｍｍ以上の場合の補強を示す。

図７－１－５　壁の増打補強配筋

図７－２－１　土間コンクリート下の 図７－２－２　土間コンクリートの
　　　　　　　地業工事要領 　　　　　　　誘発目地要領

図７－３－１　スラブピットの配筋要領

図８－２－１　設備機器壁埋込み部補強要領

図８－３－１　設備機器柱埋込み部補強要領

図８－４－１　電気等の埋込み配管要領

（４）壁

突き固める。

湧水ピットの土間コンクリートの誘発目地は、省略

可とする。

管配管要領※梁中央下端は梁下からd1≧D/3とする。

　　　ができる。

 700≦D＜900の場合、 d1≧200

 500≦D＜700の場合、 d1≧175

 900≦D＜1250の場合、d1≧250

1250≦D の場合、     d1≧0.2D

一般梁
1.0 D 1.0 D

　１）貫通可能なスリーブ径　φ≦Ｄ／３　

　２）スリーブの間隔は、Ｌ２≧（φ１＋φ２）／２×３とする。

配筋種別 斜め筋 縦 筋 横 筋 上下縦筋 配　筋　図

H1

H2

H3

H4

H5

H6

H7

2-2-D13

4-2-D13

4-2-D16

4-2-D16

4-2-D19

4-2-D22

4-2-D13

2-2-D13

2-2-D13

なし

なし なし

2-2-D13

3-2-D13

2-2-D13

2-2-D13

　（注）　　　　は、一般部分のあばら筋を示す。

表７－１－１　Ｈ形配筋

上縦筋

斜め筋

横筋

縦筋

あばら筋

上縦筋

下縦筋 下縦筋

縦筋

斜め筋

あばら筋

横筋

（１）梁貫通補強筋を在来工法で行う場合は、下記に従うこと。

D

D

基礎梁

1.0 D 1.0 D

図７－４－５　梁貫通孔補強筋の名称等（Ｈ型配筋）

・梁貫通孔の補強形式は（表７－１－１）により、配筋種別は設計図面による。

（２）既製品の梁貫通補強筋を用いる場合は、その仕様に従うこと

　　　ここで、φ：スリーブ外径、Ｄ：梁せいを示す。

D

L2
中心間隔

φ
1

図７－４－１　スリーブ間隔

　３）梁上下端からスリーブの上下端までの寸法ｄ１は、下記の寸法以上

　　　かつ、スリーブ補強筋の最小かぶり厚さを確保できる寸法とする。

D

d1

図７－４－２　スリーブの上下方向位置とはしあき

d1

φ
2

　４）大梁は柱面から梁せい（１．０Ｄ）の範囲内にスリーブは

　　　原則として設けない。

　５）小梁は左右梁際から１００ｍｍ以内にはスリーブを設けない。

スリーブ
スリーブ可

　※小梁の場合は図中の1.0Dを100mmと読み替え、梁側面からの寸法とする。

　６）基礎梁は柱面から梁せい（１．０Ｄ）の範囲内にスリーブは設けない。

図７－４－３　一般梁のスリーブの設置可能な範囲

　　　ただし、１００φ以下のスリーブは補強を行うことで１か所設ける

　　　ことを可能とする。

　７）基礎梁では上下方向のスリーブ配置は不可とする。ただし、上下方向

　　　のスリーブ配置が可能な既製品を用いる場合は除く。

　　　スリーブ配置の規定は既製品の仕様に準ずること。

　８）基礎梁の人通孔（５００φ以上のスリーブ）は原則としてスパン

　　　中央部に設け、かつ、柱際より基礎梁せい以上離す。

図７－４－４　基礎梁のスリーブの設置可能な範囲

スリーブ可

L2

　※100φ以下のスリーブは、補強を行うことでスリーブ不可範囲にも

　　1カ所に限り設けることを可能とする。

　９）基礎梁の場合、梁端部に塑性ヒンジを計画しない場合に限り、

　　　（図７－４－４）のスリーブ不可範囲の１．０Ｄを５００ｍｍに

　　　読み替えることを可とする。

１０）上記１）～９）を踏まえた上で、孔の径が梁せいの１／１０以下

　　　かつ１５０ｍｍ未満のものは、あばら筋間隔及び梁貫通孔からの

　　　かぶり厚を確保して施工可能な場合に限り、補強を省略すること

１１）片持梁には、上記１）、２）、３）、６）、９）及び１０）に

　　　ついて適用する。

不可
スリーブ

不可

スリーブ
不可

スリーブ
不可

設備機器

設備用配管

増打補強筋

７－１

増打補強

７．その他

あばら筋と同径、

腹筋は、４－４

a20d

2
0
d

a

a
2
0
d

同材質、同間隔

増打

増打

b b

下端の増打 上端の増打

による

側面の増打 二方向の増打

2
0
d

a
2

a1 b

　　　　とし、定着長さは２０ｄとする。

注）１．あばら筋と同一方向の補強筋は、あばら筋と同径、同材質、同間隔

・補強主筋はＤ１６以上とし、耐圧版等によりスラブ筋にＤ１９以上を使用する

・補強筋は帯筋・あばら筋の内側に入れるのが望ましい。

B

H
2
0
d

あばら筋と同径同間隔

腹筋D13@300以下

図７－１－２　梁の増打補強配筋

図７－１－３　基礎梁上の増打補強

（２）梁

（３）基礎梁

Po Po

・軸方向の補強筋間隔（Po）は３００ｍｍ以下とする。

増打

帯筋と同径同間隔

P
o

P
o

Po Po Po
Po Po

一方向の増打 二方向の増打

　　　　とし、定着長さは２０ｄとする。

注）１．帯筋と同一方向の補強筋は、あばら筋と同径、同材質、同間隔

　　２．軸方向の補強筋間隔（Po）は３００ｍｍ以下とする。

a120d

2
0
d

a
2

2
0
d

a

図７－１－１　柱の増打補強配筋

（１）柱

表７－１－１ 柱補強筋

(耐力壁が取り付く場合の要領は構造図による)

D16-@300以下

D13-@100以下

補強主筋

補強帯筋

・特記なき軸方向筋の定着長さは２０ｄ以上とする。

・増打部分に、壁・梁・スラブ等が取り付く場合は、壁・梁・スラブ等の

　定着長さには、増打厚さを含まないこと。

・増打幅（a、a1、a2、Ｈ）が７０ｍｍ以上の場合の補強を示す。

・増打幅（a、a1、a2、Ｈ）が３００ｍｍを超える場合は、特記による。

・構造図に記載のない増打ちを行う場合は事前に監理者と協議すること。

(耐力壁が取り付く場合の要領は構造図による)

D16

梁あばら筋と同径、

補強主筋

補強あばら筋

表７－１－２ 梁側面補強筋

間隔200mm以下

(耐力壁が取り付く場合の要領は構造図による)

B≦350mm

2-D16

梁幅

表７－１－３ 梁上下面補強筋

補強主筋

補強あばら筋 梁あばら筋と同径、間隔200mm以下

350mm＜B

D16@250以下

図７－１－４　梁増打ち部の補強主筋の定着

平面20d 20d 20d

2
0
d

2
0
d

20d

2
0
d

2
0
d

20d 20d 20d

※ＳＲＣ造の納まりとなる場合、定着長さは
  定着部内にある鉄骨手前までとする。

鉄筋コンクリ－ト構造配筋標準図（６）

立面

　場合は、スラブ筋と同径以上とする。

改定日：2020年10月

鉄筋コンクリート構造

配筋標準図（６）

A1:-

A3:-
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一般事項

１－１
記号

・ 鉄骨の工作及び接合は、特記及び本図によるほか、国土交通大臣官房官庁

・ 特記図面の方が本図より優先するものとする

・ 本図の単位はｍｍとする。

・ 精度は、日本建築学会編「鉄骨工事標準仕様書 ＪＡＳＳ６ 鉄骨工事」

・ 略記号は以下のとおり

B.PL　  －　ベースプレート

Cov.PL　－　カバープレート

F.PL　  －　フランジプレート

W.PL　  －　ウェブプレート

S.PL　  －　スプライスプレート

HTB　 －　高力ボルト

FB　  －　フラットバー

G.PL　－　ガセットプレート

・ 本標準図中の溶接記号は図１－１－１のとおり

溶接面（両面溶接）

溶接継手（突合わせ溶接）

溶接方法（手溶接または半自動溶接）

A

B
g1

g1

g2
H

g3g2g2
g1

B B

g2 最大軸径g1A又はB B g1 g2 最大軸径 H g3 最大軸径

163560

65 35 20

204070

75 40 22

224580

90 50 24

24

24

24

24

24

2490

70

55

40

35

55

50

50

55

60

60200

175

150

130

125

100

50 16

45 25 12

28

100 16 50 30 12

2035651675125

150 90 22 70 40 20

22407522105175

200 120 24 80 45 22

24509024150250

300 150 40 24 100 55 24

24

2490

70140

140400

350

56

※1

※1 千鳥打ちとした場合

40 60

45 70

M16

M20

M22

M24

p p e

Pt

g

65

60

55

50

45

40－

50

45

40

35

25

35

40

45

50

55

60

M12,M16,M20,M22 M24

t≦6 t≦12

6
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6＜t≦19 12＜t≦22
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2 6 tt
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D2＝（t－6）／2
／t≦S≦10

／t≦S≦10

／≦S≦10

／t≦S≦10

7

2
S
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9以上
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      ４）裏はつり

表３－１－２　溶接のサイズ表３－１－１　裏当て金の厚さ

裏当て金の厚さ溶接工法

手溶接

自動溶接

半自動溶接

　 　完全溶込み溶接を両面溶接とする場合は、裏溶接の前に裏はつりを行

　 　う。裏はつりは、健全な溶着部分が現れるまではつり取るものとする

　 　ただし、自動溶接において完全な溶込みが得られたことを超音波探傷

　 　試験等で確認できる場合は、裏はつりを省力することができる。

　ａ）完全溶込み溶接の片面溶接に用いる裏当て金は、原則としてフランジ

   　 内側に設置し取付方法は、図３－１－４による。裏あて金の組立溶接

   　 は接合部に悪影響を与えないようにエンドタブの位置、又は梁フラン

　 　 ジ幅の１／４の位置に行う。

　ｂ）裏当て金の厚さ及び隅肉溶接のサイズは表３－１－１及び表３－１－２

　 　 により、裏当て金の材質は、原則として母材と同等以上のものとする。

H A

　２）　Ｔ形継手（Ｔ）の開先標準は図３－１－２による。

（１）　ボルトの最小縁端距離およびボルト間隔

ゲージ

g
ねじの呼び

千鳥打ちの間隔（Pt）

ねじの呼び
縁端距離 ボルト間隔

e p

　１）　突合わせ継手（Ｂ）の開先標準は図３－１－１による。

（１）　完全溶込み溶接

　３）　かど継手（Ｌ）の開先標準は図３－１－３による。

サブマージアーク自動溶接

4
1

1　（片面溶接） 2　（両面溶接） 1　（片面溶接） 2　（両面溶接）

t≦12

St

t ≦ 9

t ＞ 9

1 1

（

2　（両面溶接）1　（片面溶接）2　（両面溶接）1　（片面溶接）

2　（両面溶接）1　（片面溶接）2　（両面溶接）1　（片面溶接）

)セルフガスシールドアーク半自動溶接

アーク手溶接、

( ）

Ｈ ２Ｂ

ＨＢ ２

7

鉄骨構造標準図（１）

　 営繕部監修「公共建築工事標準仕様書」令和４年版に従うこと。

ガスシールドアーク半自動溶接及び

Ｈ Ａ サブマージアーク自動溶接（)セルフガスシールドアーク半自動溶接

アーク手溶接、

( ）ガスシールドアーク半自動溶接及び

H A サブマージアーク自動溶接（)セルフガスシールドアーク半自動溶接

アーク手溶接、

( ）ガスシールドアーク半自動溶接及び

ボルト孔径

18

22

24

26

１．共通

２．ボルト接合

２－１
形鋼の

ゲージ

（２）　千鳥打ちの場合

３．溶接接合

４． 亜鉛めっきボルトの場合は、すべてF8Tとする。

　　 ショットブラスト等を行った場合はこの限りでない。締付けは一次

　　 締付け後、マーキングを入れてから本締めをする。

１． 特記以外はすべてS10T（トルシア形高力ボルト、図２－３－１）又は

２． 本締めに使用するボルトと、仮締めボルトの兼用はしてはならない。

３． ボルトの接合面の処理は、締め付け摩擦面を平グラインダー掛け等

締付け長さに加える長さ

F8T、F10T

M16

M20

M22

M24

ボルトの

呼び径

30

35

40

45

25

30

35

40

S10T

（ねじ山1～6）

座金厚さ

ナット高さ

締付け長さ

余長

２－２
ボルトの

最小縁端

距離およ

びボルト

間隔

２－３
ボルトの

種類
首
下
長
さ

　　 F10Tとする。

　　 を行い、黒皮を除去して一様に赤さびを自然発生させる。ただし、

３－１
溶接継手

５）裏当て金

4
1

4
1

4
1

4
1

4
1

4
1

4
1

4
1

4
1

4
1

4
1

4
1

4
1

　 による。

図１－１－１　溶接記号

表２－１－１　形鋼のゲージ

表２－２－１　ボルトの最小間隔及びボルト間隔

表２－２－２　千鳥打ちのゲージ及び間隔

表２－３－１　締付け長さに加える長さ

図３－１－４　裏当て金

図２－３－１　トルシア形高力ボルト

図３－１－１　突合せ継手の開先標準

図３－１－２　Ｔ形継手の開先標準

図３－１－３　かど継手の開先標準

(単位：mm)

種類別
開先標準

(単位：mm)

(単位：mm)

(単位：mm) (単位：mm)

(単位：mm)

2

2

鉄骨構造標準図（１） A1:-

A3:-
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16＜t≦40t≦16t≦16

　　　　隅肉溶接（Ｆ）の開先標準は、図３－１－５による。

（２）　隅肉溶接

表３－１－３　隅肉溶接のサイズ

H
アーク手溶接、ガスシールドアーク半自動溶接及び

1　（片面溶接） 2　（両面溶接）

)(

　　　　部分溶込み溶接（Ｐ）の開先標準は図３－１－６による。

45゜

D S

S

t 12 16 19 22 25 28 32 36 40

Ｄ 10 11 12 13 13 14 15 15 16

／ｔ ≦ Ｓ ≦ 10

45゜ 45゜

S S

2

S
D1 D2

D1 ＝（t－2）／2
D2 ＝（t－2）／2

／t ≦ S ≦ 10

12≦t≦40 16≦t≦40

t t

（３）　部分溶込み溶接

tS t S

2
d d

2
d

2
dd

2 2
d d2

d d

2
d

2
d

t＜3のときS＝3

t≧3のときS＝t t≧3のときS＝t

t＜3のときS＝3

2
d

2
d

d d

1（丸鋼等片面溶接） 2（丸鋼等両面溶接） 4（軽量形鋼　形溶接）

　　　　フレア溶接（ＦＬ）の開先標準は図３－１－７による。

3（軽量形鋼Ｖ形溶接）

（４）　フレア溶接

1（片面溶接） 2（両面溶接）

セルフガスシールドアーク半自動溶接

H
アーク手溶接、ガスシールドアーク半自動溶接及び )( セルフガスシールドアーク半自動溶接

H
アーク手溶接、ガスシールドアーク半自動溶接及び )( セルフガスシールドアーク半自動溶接

5050

（ｃ）角形鋼管柱 （ｄ）丸形鋼管柱

Ｂ

（１）　エンドタブ

　　　　エンドタブの材質は、母材と同等以上のものとし、形状は同厚・同

　　　　開先のものを用い、長さは、図３－２－１及び、表３－２－１のと

　　　　おりとする。ただし、あらかじめ溶接端部に欠陥が生じないことが

　　　　確認された材質及び形状のものを用いる場合は、この限りではない。

表３－２－１　エンドタブの長さ

手溶接

半自動溶接

自動溶接

溶接方法 ℓs

35以上

38以上

70以上

10mm以上

エンドタブ

裏当て金

ℓs

ℓs

　　　　スカラップ形状は原則として改良型（図３－２－２（Ａ））とするが

　　　　組立Ｈ形鋼の場合は従来型（図３－２－２（Ｂ））とする。

　　　　スカラップ半径（Sr）は３５ｍｍを標準とする。

（２）　スカラップ

（Ａ）　ロールＨ形鋼及びビルトＨ形鋼（先組）

（Ｂ）　ビルトＨ形鋼（同時組）

（３）　余盛り

　　　　完全溶込み（突合わせ継手、かど継手）、隅肉溶接及びフレア溶接

　　　　の溶接部は、余盛りを行うものとする。余盛り高さの限度は、

　　　　完全溶込み溶接を行う部分の板厚の差による段違いが１０ｍｍを超

　　　　える場合は、図３－２－３のように原則として厚い方の板に

　　　　１／２．５以下の勾配をとる。

（４）　溶接板の段差

表３－２－２　余盛り高さの限度

溶接継手 溶接工法 余盛りの限度

突合わせ継手

かど継手

隅肉溶接

フレア溶接 半自動溶接

半自動溶接

手溶接

手溶接

自動溶接

3

4

4

3

Sr2：10mm

Sr2SrSr2Sr2Sr

（ａ） （ｂ）

Sr

（ａ）

Sr

（ｂ）

2

H
＊

F

T

T1H
＊

50

25

50

50505050

5
0
5
0

5
0
5
0

50

50

10
0

半径＝50～100

空気穴100mmφ

B’

スニップカット

ℓe

70以上

スニップカット

（注）ℓe≧max（　　、　　）2 2
B B’

（梁に段差がある場合）

（一般部）

鋼管柱板厚＜28㎜　e=25㎜
鋼管柱板厚≧28㎜　e=30㎜

ee

e
e

空気穴

A－A矢視図

（通しダイアフラム）

A

BB

A

スニップカット

B－B矢視図

（内ダイアフラム）

空気穴

（２）　水平スチフナ

（ａ）十字形柱 （ｂ）Ｈ形柱

（１）　仕口パネル

　３）　十字形柱（Ｔ形柱もこれに準ずる）

　２）　鋼管柱

　１）　Ｈ形柱

（１）　柱脚部溶接及びボルト配置要領

　１）　十字形柱及びＨ形柱の仕口部に設ける水平スチフナの形状及び

　　　　大きさは、図５－１－２により、材質は梁フランジ材と同等以上

　　　　のものを用い、板厚は梁フランジ厚以上かつ９ｍｍ以上とする。

　　　　なお、梁幅が３００ｍｍ以上の場合は、スニップカットの代わり

　　　　にスカラップとすることができる。

　２）　鋼管柱の仕口部に設けるダイアフラムの形状及び大きさは、

　      図５－１－３により、通しダイアフラムの場合の材質は、取付く

　      柱・梁材のうち強度及び溶接性の最も優れたものと同等以上

　      のものとし、板厚は同レベルに取合う梁フランジの内、最も厚い

　      ものの２サイズアップ以上とする。

　      また、内ダイアフラムの場合の材質は、柱・梁フランジと同等以上の

　      ものを用い、板厚は、同レベルに取合う梁フランジのの２サイズ

　      アップ以上とする。

　　　　ダイアフラム中心部には、最上部を除いて空気穴（約３０ｍｍ

　　　　程度）を設ける。ただし、スニップカットの代わりにスカラップ

　　　　を設ける場合には、空気穴を省略することができる。

　　　　仕口パネルの範囲は下図により、材質は取付く梁及び柱のウェブ材

　　　　の内、強度及び溶接性の最も優れたものと同等のものを用い、板厚

　　　　はいずれか厚いもの以上かつ９ｍｍ以上とする。

　　（注） T ：埋込み型柱脚とする場合で、フランジ厚さが１２ｍｍ以下の

　　　　　　　 場合は F  、１３ｍｍ以上の場合は P  とすることができる。

仕口パネル

１５０

１５０

仕口パネル

（柱通し）（梁通し）

tt

1/2.5以下

１
２

鉄骨構造標準図（２）

　　　　サイズ（Ｓ）は表３－１－３による。

4
1

4
1

　　　　表３－２－２による。

　　　　また、ノンスカラップ形状とする場合は図３－２－２（Ｃ）とする。

（ａ）柱貫通形式の場合 （ｂ）梁貫通形式の場合

（Ｃ）　ノンスカラップ

４．柱脚

４－１
柱脚部

詳細

2F

2F

2F

2F 2F 2F

2F

H
＊
T

2
5

5
0

2
5

5
0

25

H
＊

2 1

　　（注） T ：柱板厚が６ｍｍ以下の場合は F  とすることができる。H
＊

11

2F

H
＊
T

　　（注） T ：埋込み型柱脚とする場合で、フランジ厚さが１２ｍｍ以下の

　　　　　　　場合は F  、１３ｍｍ以上の場合は P  とすることができる。

H
＊

2 1

５．仕口

５－１
仕口部

詳細

スニップカット

1
0

1
0

1
0

1
0

図３－２－１　エンドタブ

図３－２－２　スカラップ加工

図３－２－３　溶接部の段差

図４－１－１　Ｈ形柱脚部

図４－１－２　鋼管柱脚部

図４－１－３　十字型柱脚部

図５－１－２　水平スチフナ

図５－１－３　ダイアフラム

図５－１－１　仕口パネル

図３－１－５　隅肉溶接の開先標準

図３－１－６　部分溶込み溶接の開先標準

図３－１－７　フレア溶接の開先標準

2F

H
＊
T

(単位：mm)

３－２
溶接施工

(単位：mm)

(単位：mm)

隅肉溶接隅肉溶接

内ダイアフラム 梁フランジ 通しダイアフラム 梁フランジ

鉄骨構造標準図（２） A1:-

A3:-
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（梁通し） （柱通し）

Ａ－Ａ’矢視図

（ａ）Ｈ形柱縦スチフナ 縦スチフナ

（ｂ）Ｈ形柱（ａ）十字形柱

PL－（a）

150

80

エレクションピース

（ｂ）鋼管柱

△e

△e △e

1/2.5以下

2
5
0

5
0

1
5
0

ウェブ継手

（ロ）

Sc

20

60°

20

101010

（イ）A’

A

1/5以下

1/5以下501/5以下

1/5以下

（３）　縦スチフナ

（１）　梁及び柱のしぼり

（２）　梁の段差

（３）鋼管柱の継手

　　（注）　PL－（a）は厚さ９ｍｍ以上とし、柱径４００ｍｍ以下の場合は

　　　　　　省略してもよいものとする。

　　　　柱に取り付く梁に段差を設ける場合の寸法（Δe）は、十字形柱

　　　　及びＨ形柱で１５０ｍｍ以上、鋼管柱で１００ｍｍ以上を確保す

　　　　る。ただし、溶接上支障がない場合で監理者が同意した場合はこ

　　　　しぼりの限度及び位置は、図５－２－３による。

　３）　柱のフランジ幅、フランジ板厚及びウェブ板厚の異なる場合の

　２）　梁のハンチ部に設けるリブプレートの板厚はウェブと同厚とし、

　　　　リブプレートの大きさは原則として（イ）のように梁全面に取り

　　　　付けることとする。ただし、監理者と協議の上（ロ）の様に小さ

　　　　くすることができる。

　１）　梁通し及び柱通しのしぼりの限度及び位置は、図５－２－１の通

　　　　りとし、リブプレートはフランジ折曲がり部を避けて取付ける。

　１）　十字形柱及びＨ形柱の仕口部に設ける縦スチフナは図５－１－４

　　　　による。縦スチフナの幅は取付く柱フランジと同一とし、材質は

　　　　上下柱フランジの内、強度及び溶接性の最も優れたものと同等以

　　　　上のものを用い、板厚は、取合う梁・柱のいずれか厚いもの以上

　２）　鋼管柱の仕口部に設ける柱の形状は、図５－１－５により、大き

　　　　さは、上下柱の大きいものと同一とし、材質は、上下柱材の内、

　　　　強度及び溶接性の最も優れたものと同等以上のものとする。
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X1 X1
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Y-Y矢視図

B-B矢視図

X-X矢視図

A-A矢視図

B-B矢視図A-A矢視図

X-X矢視図 Y-Y矢視図

B-B矢視図

A-A矢視図

-　 矢視図-　 矢視図

- 　矢視図

-   矢視図

- 　矢視図

（４）　角型鋼管柱（通しダイアフラム） （５）　丸型鋼管柱（通しダイアフラム）

　　（注）　溶接工法又は溶接面の指定のない場合は、いずれによっても

　　　　　　よいものとする。

2Y2Y

鉄骨構造標準図（３）

1
,
0
0
0

1

-   矢視図

25以上

TH 1 TH 1

TH 1

TH 1

BH BH

TH

BH 1

BH 2

TH

TH

TH

TH

５－２
各部詳細

リブプレート

2F

2F

フランジ継手

　　　　の限りではない。

柱溶接後切断

建方用ボルト
（3-M20）/ F10T

（PL-19）/ SS400

（2PLs-12）

　　（注）仕口部の柱スキンプレートの材質は、仕口部に求められる性能

　　　　　および応力などから判断してＣ材又はＢ材とする。

2F2FTH 1

TH 1TH 1 TH 1

2F2F

BHBH

TH 1

TH 1

BH

TH 1

TH

BH

BH

1

2

2F

TH 1

　　（注）　溶接工法又は溶接面の指定のない場合は、いずれによっても

　　　　　　よいものとする。

25以上 25以上 25以上 25以上 25以上 25以上

図５－１－４　縦スチフナ

図５－１－５　鋼管柱の仕口部に設ける柱の形状

図５－２－１　梁及び柱のしぼり

図５－２－２　リブプレート

図５－２－３　柱のフランジ幅及び板厚のしぼりの限度、

　　　　　　　　フランジ及びウェブの継手位置　　　　　　

図５－２－４　梁の段差

図５－２－６　角形鋼管柱矢視図

図５－２－７　仕口部の溶接（角形鋼管柱）

図５－２－５　鋼管柱の継手

（30φ）程度

25以上 25以上 25以上 25以上

図５－２－８　丸形鋼管柱矢視図

図５－２－９　仕口部の溶接（丸形鋼管柱）

　　　　　および応力などから判断してＣ材又はＢ材とする。

（ｃ）段差部

B-B矢視図A-A矢視図

2F

　　　　とする。

柱
継

手
位

置

AA

B B

空気穴
（30φ）程度

　　　　　　建物高さ３０ｍ程度までを想定。

1Y1Y

柱
継

手
位

置

柱
継

手
位

置

柱
継

手
位

置

　　（注）仕口部の柱スキンプレートの材質は、仕口部に求められる性能

　　　　　　施工にあたっては、施工荷重を検討の上、継手の再検討を行うこ

　　　　　　と。
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2F

A A

A-A矢視図

80

鉄骨構造標準図（３） A1:-

A3:-
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（ｃ）段差部

（ｂ）一般部

BB△h

△h
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X X

P

2 2

3 3

2

1
0

1
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3X3X -   矢視図

バンドプレート　PL-6×50

A-A矢視図

B-B矢視図

X-X矢視図 Y-Y矢視図

B-B矢視図

A-A矢視図

-　 矢視図X2 X2

X 1X1 - 　矢視図

　　　　現場で柱ウェブ材を溶接する場合の隔板は、図５－２－１１により、

　　　　材質は上下柱ウェブ材のうち、強度及び溶接性の最も優れたものを

　　　　用いるものとし、板厚はウェブ厚以上かつ９ｍｍ以上とする。

（８）　ウェブ継手現場溶接用隔板

（７）　バンドプレート

（６）　Ｈ形柱

水平スチフナ

　　　　　２　  ：ウェブ厚が１６ｍｍ以上のものについては　　とする。

　　　　　３　　：P としてもよい。ただし、水平スチフナ厚が１２ｍｍ

　　　　　４． △h＜１５０ｍｍの場合の水平

3
0
0

3
0
0

t

1
0

1
,
0
0
0

X 1

TH

1
0

X 3X 3

1
0

（梁側面に取付く場合）（梁直下に取付く場合）

（直交する梁と成の差が１００ｍｍ以上の場合） （直交する梁と成の差が１００ｍｍ未満の場合）

剛接小梁ウェブと同厚以上

　　（注）ウェブボルトの配置は、小梁の成方向の中心振り分けとする。

（１）ピン接合

（２）　鋼板類を使用する場合（１）　山形の鋼材を使用する場合

（胴縁を引通す場合）（胴縁を継ぐ場合）

A－A矢視図

Y－Y矢視図

（母屋を継ぐ場合） （母屋を引通す場合）

A－A矢視図

Y－Y矢視図

（１）　山形の鋼材を使用する場合 （２）　鋼板類を使用する場合

Ａ

Ａ

母屋

山形鋼又は鋼板類

100

Y

Y

10 100100

A
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間柱
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50以上 10
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0
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θ≦30°

（２）剛接合

山形鋼又は鋼板類

鉄骨構造標準図（４）
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＊
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＊
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＊
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＊
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＊
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＊

P2
＊
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2F
2F

2F

2F
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2F2F

1F
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1F

2F

2F

P2
＊

TH

６．その他

６－１
小梁
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10

50以上 10

2F

2F

　　　　　 　　よいものとする。

TH

HB

2F

HB

６－２
間柱

2F

６－３
母屋

６－４
胴縁

　　　　　　　 スチフナの開先方向は右図による。

図５－２－１０　Ｈ形柱矢視図

図５－２－１１－ｂ　仕口部の溶接（Ｈ形柱）

図６－１－１　小梁の接合（ピン接合）

図６－１－２　小梁の接合（剛接合）

図６－２－１　間柱の接合

図６－３－１　母屋の接合

図６－４－１　胴縁の接合

2F
＊

P2
＊

P2

2F

図５－２－１３　十字柱のウェブ継手現場溶接用隔板

　　（注）　溶接工法又は溶接面の指定のない場合は、いずれによっても

　　　　　　よいものとする。

　　　　　　　　　以下の場合は　　とする。

　　（注）１.　溶接工法又は溶接面の指定のない場合は、いずれによっても

　　（注）バンドプレートの間隔は約８００mm以内とし、タラップとして使用

　　　　　する位置は、約４００mm以内とする。

図５－２－１２　バンドプレートの位置及び大きさ

図５－２－１１－ａ　仕口部の溶接（Ｈ形柱）

鉄骨構造標準図（４） A1:-

A3:-
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・ 梁貫通孔の孔径φは０．５H以下とする。

（２）　柱・大梁及び水平ブレースの取り合い（鋼管柱）

　　（注）柱、梁及びブレースのゲージラインは原則として一致させる。

A－A矢視図

Y－Y矢視図

・ 貫通孔間隔は、鉄骨造で両側の貫通孔径の平均値の２倍以上、鉄骨鉄筋

・ 貫通孔の位置の限度は、下図による。

・ 孔径φにより、下図の補強をすること。

・ 梁端に貫通孔を設ける場合は、原則として、梁端から貫通孔の中心まで

11080 80707060

182147100 12180 100808060 60

10090 9060

12 1212129 129966

M33M30M27M24M22M20M18M16M14M12ねじの呼び

G.PL厚

G.PL最小幅（B）

G.PL最小溶接長

※

　　　一面せん断（支圧）接合とする。

２．　羽子板とガセットプレートの接合は表に示す取付ボルトを使用し、

１．　羽子板の端部は e  、e  が確保されていれば形状は自由とする。

200

4
0
0

4
0
0

（梁上部補強筋）
D10－＠200

D10－＠200
（梁上部補強筋）

H
AA

10

Y

Y

　　　羽子板ボルトの寸法（M24～M33）

羽子板ボルトの寸法（M12～M22）

2

1

3

3

1

2

1
d

b
t

e

R

e

e

d

Ss

ℓb

e

R

e

ℓb b
t

PeSs

A－A矢視図

Y－Y矢視図

Y

Y

A A

　　（注）柱、梁及びブレースのゲージラインは原則として一致させる。

鉄骨構造標準図（５）

2F

2F

2F

2F

６－５
ブレース

６－６
貫通補強

６－９
合成スラブ

補強配筋

　　（注）合成スラブが連続しない端部において、不要とする。

ℓ
2

φ

1F

2F
＊

1FH

A

A

1F

1F

2
0

5
0

1F
tp

tw

t
f

H：鉄骨せい

φ：貫通孔内径寸法

　　（φ≦H/2かつφ≦D/3）

1
0
0

以
上

1
0
0

以
上

１）補強プレート法

・ 貫通孔による断面欠損と同量のプレートを補強する方法で、プレート厚

 （tp）は、下式による。

tp≧（φ＋２ts）tw／（H－２tf－１４０－φー２ts）

CL

　　（注）１． ℓ1は、３φまたは、ℓ2のうち小さい方とする。

　　　　　２．補強プレートが１６ｍｍ以上となる場合は、必要な厚さの

　　　　　　　１／２の補強プレートを、ウェブ面から溶接する。

　　　　　３．梁貫通孔が多数並列する場合は、ウェブ全体を厚手のプレ

　　　　　　　－トに置き換える方法がある。

　　　　　４．鉄骨のひずみ矯正上、材端の補強プレートとの間隔（e）は

　　　　　　　e≧Hとすることが望ましい。

　　　　　５．補強プレートは、丸型としてもよい。また、上下フランジ

　　　　　　　とのあき５０については、施工性を考慮し、小さくすること

　　　　　　　ができる。

φ

A

A

60° 60°

100以下

50

2F
tr

TH （自然開先）

２）補強トラス法

・ 貫通孔による断面欠損と同量のプレートをトラス状に補強する方法で、

 　プレート厚（tr）は、下式による。

tr≧２（φ＋２ts）tw／{３（B－tw）}

図６－５－１　柱、大梁及び水平ブレースの取合い（Ｈ形柱）

図６－５－２　柱、梁及び水平ブレースの取合い

表６－５－２　ボルト径に対応するG.PLの寸法

図６－６－１　梁貫通可能範囲

図６－６－２　補強プレート法

図６－６－３　補強トラス法

図６－８－１　合成スラブ補強配筋要領

※※

  2１

ts：鋼管スリーブ厚、tf：フランジ厚、tw：ウェブ厚

ts：鋼管スリーブ厚、tw：ウェブ厚、B：フランジ幅

図６－５－４ｂ　羽子板ボルトの寸法

FB-65×6

サイズ
高力ボルト

本数-径

G.PL

厚×必要幅(B)

必要溶接長 ℓ

TYPE① TYPE② TYPE③
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3-M20

3-M20
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L-65×65×6
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6-M20
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9×95

9×125

9×160

9×125

9×165

12×160

9×135

9×185

12×180
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362

282

389

395

303

443

448 244 264

254238
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238218

211 227

173157

197 213

178

133

117101

117
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ℓ

2S以上

2S以上

TYPE①

S

ℓ ≧ ℓe

TYPE② TYPE③

ℓ

ℓ

ℓ

S

S

ℓ ≧ 　+ 2S ℓ ,ℓ ≧   + 2Sℓe
2

ℓe
421

1

2

ℓ +ℓ = ℓ1 2

表６－５－６　山形鋼の形状及び寸法

表６－５－４　平鋼の形状及び寸法

（３）　ガセットプレートの種類

図６－５－３　ガセットプレートの種類

epe p
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表６－５－７　高力ボルトのピッチ、端あき

図６－５－６　山形鋼の寸法

表６－５－５　高力ボルトのピッチ、端あき

図６－５－５　平鋼の寸法

必要溶接長 ℓ

TYPE① TYPE② TYPE③

60

61

80

80

97

100

112

145

177

217 129 149

129109

93 113

9676

70 90

8165

56 72

72

55

5442

43

56

(単位：mm)

表６－５－３　ガセットプレートの必要溶接長さ　

M12

サイズ

M14

M16

M18

M20

M22

M24

M27

M30

M33

（１）　柱・大梁及び水平ブレースの取り合い（Ｈ型柱）

ℓ1

（１）　梁貫通補強を在来工法で行う場合は、下記に従うこと。

（２）　既製品の梁貫通補強筋を用いる場合は、その仕様に従うこと。

６－８
在来スラブ

の柱まわり
D13

図６－７－１　在来スラブの柱まわり補強配筋要領

・ 柱まわりのスラブは、隅角部の斜め

　 方向に２－Ｄ１３を上下筋の内側に

　 配筋する。

（６）　山形鋼

（５）　平鋼

（４）　丸鋼
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ねじの呼び
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孔心のあき(最小)

ボルト端から取付ボルト
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(最小)

端あき(最小)

JIS B 1186　2種高力ボルト（F10T）

※
e2

板厚

へりあき

(最小)

4.5

e3

板厚

ℓb

bt
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表６－５－１　羽子板ボルトの形状及び寸法

取付ボルトの穴径 R 23.523.521.521.523.521.521.5171713

調整ねじの長さ Ss 225200200175165150140125115100

軸径
最大

最小 30.427.424.821.820.118.116.114.512.510.6

30.727.725.022.020.318.316.314.712.710.8
d1

（d）

(単位：mm)

ピッチ 50 50 55 55

d1

e1 P e1

e2
B

図６－５－４ａ　羽子板ボルトの寸法

L1

L1

L1

L1

補強配筋要
領

  この要領は、鉄骨造及び鉄骨鉄筋コンクリート造の梁ウェブ部材に貫通

孔を設ける場合で、貫通孔部分を補強する場合に適用する。

D：梁せい
D

0～5 0～5

0～5 0～5

６－７
ＳＲＣの
貫通補強

（１）　梁貫通補強を在来工法で行う場合は、下記に従うこと。

・ 鉄骨部分の梁貫通補強は、６-６（１）による。

・ 鉄筋コンクリート部分の梁貫通補強は「鉄筋コンクリート構造配筋標準図

   （５）」７-４（１）による。

（２）　既製品の梁貫通補強を用いる場合は、各々その仕様に従うこと。

　 コンクリート造で両側の貫通孔径の平均値の３倍以上を確保する。

　 1.0D以上離し、梁継手位置等にも留意すること。

φ

2F

2F

鉄骨構造標準図（５） A1:-

A3:-

ＳＴ－０１３
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A3:
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鉄骨構造標準図（６）
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図７－１－２　梁継手の記号の説明

図７－１－１　フランジ高力ボルト配置図

n x mF F : フランジのボルト本数

nF mF

n x mw w : ウェブのボルト本数

100 < B < 300

B = 300
(偶数列)

B = 300
(奇数列)

300 < B

P

（４）　490N級/F8T（溶融亜鉛めっき高力ボルト）

部　　材

ボルト

径
n x mF F

外添板寸法

内添板寸法

フランジ

m x nw w

ウェブ

H-300x150x6.5x9 2 x 2M20
9 x 150 x 290
9 x  60 x 290

H-350x175x7x11 3 x 2
9 x 175 x 410
9 x  70 x 410

H-400x200x8x13 3 x 2
9 x 200 x 410
9 x  80 x 410

H-450x200x9x14 4 x 2
9 x 200 x 530

12 x  80 x 530

2 x 2 6 x 200 x 290

P

120

M20

M22

M22

3 x 2 6 x 260 x 29090

3 x 2 9 x 260 x 29090

4 x 2 6 x 350 x 29090

H-500x200x10x16 4 x 2

H-600x200x11x17 4 x 2
12 x 200 x 530
12 x  80 x 530

M22

M22

4 x 2 9 x 350 x 29090

5 x 2 90

12 x 200 x 530
12 x  80 x 530

H-194x150x6x9 2 x 2M20
9 x 150 x 290

2 x 1 6 x 140 x 23060
9 x  60 x 290

H-244x175x7x11 3 x 2M20
9 x 175 x 410

2 x 2 6 x 140 x 29060
9 x  70 x 410

H-294x200x8x12 3 x 2M22
9 x 200 x 410

2 x 2 6 x 200 x 290120
9 x  80 x 410

H-340x250x9x14 4 x 2M22 3 x 2 9 x 200 x 29060
9 x 250 x 530
9 x 100 x 530

H-390x300x10x16 5 x 2M22 3 x 2 9 x 260 x 29090
12 x 300 x 530
12 x 110 x 530

H-440x300x11x18 6 x 2M22 3 x 3 9 x 320 x 410120
12 x 300 x 620
12 x 110 x 620

H-488x300x11x18 6 x 2M22 4 x 2 90
12 x 300 x 620
12 x 110 x 620

H-588x300x12x20 7 x 2M22 6 x 2 9 x 380 x 29060
12 x 300 x 710
16 x 110 x 710

H-700x300x13x24 M22 8 x 2 12 x 500 x 29060
16 x 300 x 800
19 x 110 x 800

H-800x300x14x26 M22 12 x 560 x 29060
19 x 300 x 890
19 x 110 x 890

H-900x300x16x28 10 x 2M22 11 x 2 16 x 680 x 29060
19 x 300 x 980
22 x 110 x 980

H-150x150x7x10 2 x 2M20
9 x 150 x 290

1 x 3 9 x  80 x 41060
9 x  60 x 290

H-175x175x7.5x11 3 x 2M20
9 x 175 x 410

1 x 4 9 x  80 x 53060
9 x  70 x 410

H-200x200x8x12 3 x 2M20 2 x 2 6 x 140 x 35060
9 x 200 x 410
9 x  80 x 410

※

H-250x250x9x14 4 x 2M22
 9 x 250 x 530

2 x 3 9 x 140 x 41060
 9 x 100 x 530

H-300x300x10x15 5 x 2M22
9 x 300 x 530

3 x 2 9 x 200 x 29060
12 x 110 x 530

H-350x350x12x19 4 x 4M22 3 x 3 12 x 200 x 41060
12 x 350 x 530
12 x 140 x 530

※

9 x 2

H-400x400x13x21 5 x 4M22 4 x 3 12 x 260 x 41060
12 x 400 x 650
16 x 170 x 650

12 x 440 x 290

9 x 350 x 290

8 x 2

9 x 2

t1 x b1 x b3

t2 x b2 x b3

g1 g2
添板寸法

t3 x b4 x b5

（１）　400N級/F10T,S10T

H-300x150x6.5x9 2 x 2M20
9 x 150 x 290
9 x  60 x 290

H-350x175x7x11 2 x 2
9 x 175 x 290
9 x  70 x 290

H-400x200x8x13 3 x 2
9 x 200 x 410
9 x  80 x 410

H-450x200x9x14 3 x 2
12 x 200 x 410
12 x  80 x 410

2 x 1 6 x 200 x 170120

M20

M20

M20

3 x 1 6 x 260 x 17090

4 x 1 9 x 260 x 17060

5 x 1 9 x 320 x 17060

H-500x200x10x16 3 x 2

H-600x200x11x17 3 x 2
12 x 200 x 410
12 x  80 x 410

M20

M20

5 x 1 9 x 320 x 17060

4 x 2 9 x 440 x 290120

12 x 200 x 410
12 x  80 x 410

H-194x150x6x9 2 x 2M20
9 x 150 x 290

2 x 1 6 x 140 x 23060
9 x  60 x 290

H-244x175x7x11 2 x 2M20
9 x 175 x 290

2 x 1 9 x 140 x 17060
9 x  70 x 290

H-294x200x8x12 3 x 2M20
9 x 200 x 410

3 x 1 9 x 200 x 17060
9 x  80 x 410

H-340x250x9x14 3 x 2M22 3 x 1 9 x 200 x 17060
12 x 250 x 410
12 x 100 x 410

H-390x300x10x16 3 x 2M22 3 x 1 9 x 260 x 17090
12 x 300 x 350
12 x 110 x 350

H-440x300x11x18 4 x 2M22 5 x 1 9 x 320 x 17060
12 x 300 x 440
12 x 110 x 440

H-488x300x11x18 4 x 2M22 5 x 1 12 x 320 x 17060
12 x 300 x 440
12 x 110 x 440

H-588x300x12x20 4 x 2M22 7 x 1 9 x 440 x 17060
12 x 300 x 440
16 x 110 x 440

H-700x300x13x24 5 x 2M22 9 x 1 9 x 560 x 17060
19 x 300 x 530
19 x 110 x 530

H-800x300x14x26 5 x 2M22 12 x 620 x 17060
19 x 300 x 530
19 x 110 x 530

H-900x300x16x28 6 x 2M22 12 x 710 x 17060
19 x 300 x 620
22 x 110 x 620

H-150x150x7x10 2 x 2M20
9 x 150 x 290

1 x 2 9 x  80 x 29060
9 x  60 x 290

H-175x175x7.5x11 2 x 2M20
9 x 175 x 290

1 x 2 9 x  80 x 29060
9 x  70 x 290

H-200x200x8x12 2 x 2M20 2 x 1 6 x 140 x 23060
9 x 200 x 290
9 x  80 x 290

※

H-250x250x9x14 4 x 2M20
12 x 250 x 530

2 x 2 9 x 140 x 29060
12 x 100 x 530

H-300x300x10x15 4 x 2M20
9 x 300 x 440

2 x 2 9 x 200 x 290120
12 x 110 x 440

H-350x350x12x19 3 x 4M20 3 x 2 12 x 200 x 29060
12 x 350 x 410
12 x 140 x 410

10 x 1

12 x 1

H-400x400x13x21 3 x 4M20 4 x 2 12 x 260 x 29060
12 x 400 x 410
16 x 170 x 410

※

部　　材

ボルト

径
n x mF F

外添板寸法

内添板寸法

フランジ

m x nw w

ウェブ

P
t1 x b1 x b3

t2 x b2 x b3

g1 g2
添板寸法

t3 x b4 x b5

（２）　490N級/F10T,S10T

H-300x150x6.5x9 2 x 2M20
9 x 150 x 290
9 x  60 x 290

H-350x175x7x11 2 x 2
9 x 175 x 290
9 x  70 x 290

H-400x200x8x13 3 x 2
9 x 200 x 410
9 x  80 x 410

H-450x200x9x14 3 x 2
12 x 200 x 410
12 x  80 x 410

3 x 1 6 x 200 x 17060

M20

M20

M22

3 x 1 6 x 260 x 17090

3 x 2 9 x 260 x 29090

5 x 1 9 x 320 x 17060

H-500x200x10x16 3 x 2

H-600x200x11x17 3 x 2
12 x 200 x 410
12 x  80 x 410

M22

M22

6 x 1 9 x 380 x 17060

5 x 2 12 x 440 x 29090

12 x 200 x 410
12 x  80 x 410

H-194x150x6x9 2 x 2M20
9 x 150 x 290

2 x 1 6 x 140 x 23060
9 x  60 x 290

H-244x175x7x11 2 x 2M20
9 x 175 x 290

2 x 2 6 x 140 x 29060
9 x  70 x 290

H-294x200x8x12 3 x 2M20
9 x 200 x 410

2 x 2 6 x 200 x 290120
9 x  80 x 410

H-340x250x9x14 4 x 2M22 3 x 2 9 x 200 x 29060
12 x 250 x 530
12 x 100 x 530

H-390x300x10x16 4 x 2M22 3 x 2 9 x 260 x 29090
12 x 300 x 440
12 x 110 x 440

H-440x300x11x18 5 x 2M22 5 x 1 9 x 320 x 17060
12 x 300 x 530
12 x 110 x 530

H-488x300x11x18 5 x 2M22 6 x 1 12 x 380 x 17060
12 x 300 x 530
12 x 110 x 530

H-588x300x12x20 5 x 2M22 5 x 2 9 x 440 x 29090
12 x 300 x 530
16 x 110 x 530

H-700x300x13x24 7 x 2M22 6 x 2 12 x 530 x 29090
19 x 300 x 710
19 x 110 x 710

H-800x300x14x26 7 x 2M22 12 x 620 x 29090
19 x 300 x 710
19 x 110 x 710

H-900x300x16x28 8 x 2M22 10 x 2 12 x 620 x 29060
19 x 300 x 800
22 x 110 x 800

H-150x150x7x10 2 x 2M20
9 x 150 x 290

1 x 2 9 x  80 x 29060
9 x  60 x 290

H-175x175x7.5x11 2 x 2M20
9 x 175 x 290

1 x 3 9 x  80 x 41060
9 x  70 x 290

H-200x200x8x12 3 x 2M20 2 x 2 6 x 140 x 35060
9 x 200 x 410
9 x  80 x 410

※

H-250x250x9x14 3 x 2M22
12 x 250 x 410

2 x 2 9 x 140 x 29060
12 x 100 x 410

H-300x300x10x15 3 x 2M22
9 x 300 x 350

3 x 1 9 x 200 x 17060
12 x 110 x 350

H-350x350x12x19 2 x 4M22 3 x 2 12 x 200 x 29060
12 x 350 x 290
12 x 140 x 290

※

7 x 2

H-400x400x13x21 3 x 4M22 3 x 2 12 x 260 x 29090
12 x 400 x 410
16 x 170 x 410

（３）　400N級/F8T（溶融亜鉛めっき高力ボルト）

H-300x150x6.5x9 2 x 2M20
9 x 150 x 290
9 x  60 x 290

H-350x175x7x11 2 x 2
9 x 175 x 290
9 x  70 x 290

H-400x200x8x13 3 x 2
9 x 200 x 410
9 x  80 x 410

H-450x200x9x14 3 x 2
9 x 200 x 410

12 x  80 x 410

2 x 2 6 x 200 x 290120

M20

M20

M20

3 x 1 6 x 260 x 17090

3 x 2 9 x 260 x 29090

3 x 2 9 x 320 x 290120

H-500x200x10x16 3 x 2

H-600x200x11x17 3 x 2
12 x 200 x 410
12 x  80 x 410

M22

M22

6 x 1 9 x 380 x 17060

7 x 1 9 x 440 x 17060

12 x 200 x 410
12 x  80 x 410

H-194x150x6x9 2 x 2M20
9 x 150 x 290

2 x 1 6 x 140 x 23060
9 x  60 x 290

H-244x175x7x11 2 x 2M20
9 x 175 x 290

2 x 2 6 x 140 x 29060
9 x  70 x 290

H-294x200x8x12 3 x 2M20
9 x 200 x 410

3 x 1 9 x 200 x 17060
9 x  80 x 410

H-340x250x9x14 4 x 2M20 3 x 2 9 x 200 x 29060
12 x 250 x 530
12 x 100 x 530

H-390x300x10x16 5 x 2M20 3 x 2 9 x 260 x 29090
9 x 300 x 530

12 x 110 x 530

H-440x300x11x18 5 x 2M22 5 x 1 9 x 320 x 17060
12 x 300 x 530
12 x 110 x 530

H-488x300x11x18 5 x 2M22 6 x 1 9 x 380 x 17060
12 x 300 x 530
12 x 110 x 530

H-588x300x12x20 5 x 2M22 4 x 2 9 x 440 x 290120
12 x 300 x 530
16 x 110 x 530

H-700x300x13x24 6 x 2M22 9 x 1 60
19 x 300 x 620
19 x 110 x 620

H-800x300x14x26 7 x 2M22 12 x 620 x 29090
19 x 300 x 710
19 x 110 x 710

H-900x300x16x28 7 x 2M22 12 x 710 x 29090
19 x 300 x 710
22 x 110 x 710

H-150x150x7x10 2 x 2M20
9 x 150 x 290

1 x 2 9 x  80 x 29060
9 x  60 x 290

H-175x175x7.5x11 2 x 2M20
9 x 175 x 290

1 x 3 9 x  80 x 41060
9 x  70 x 290

H-200x200x8x12 3 x 2M20 2 x 2 6 x 140 x 35060
9 x 200 x 410
9 x  80 x 410

※

H-250x250x9x14 3 x 2M22
9 x 250 x 410

2 x 2 9 x 140 x 29060
9 x 100 x 410

H-300x300x10x15 4 x 2M22
9 x 300 x 440

3 x 2 9 x 200 x 29060
12 x 110 x 440

H-350x350x12x19 3 x 4M22 3 x 2 12 x 200 x 29060
12 x 350 x 410
12 x 140 x 410

7 x 2

8 x 2

H-400x400x13x21 4 x 4M22 4 x 2 12 x 260 x 29060
12 x 400 x 530
16 x 170 x 530

※

12 x 560 x 170

部　　材

ボルト

径
n x mF F

外添板寸法

内添板寸法

フランジ

m x nw w

ウェブ

P
t1 x b1 x b3

t2 x b2 x b3

g1 g2
添板寸法

t3 x b4 x b5

部　　材

ボルト

径
n x mF F

外添板寸法

内添板寸法

フランジ

m x nw w

ウェブ

P
t1 x b1 x b3

t2 x b2 x b3

g1 g2
添板寸法

t3 x b4 x b5

（１）　400N級/F10T,S10T

部　　材

ボルト

径
n x mF F

外添板寸法

内添板寸法

フランジ

m x nw w

ウェブ

P
t1 x b1 x b3

t2 x b2 x b3

g1 g2
添板寸法

t3 x b4 x b5

部　　材

ボルト

径
n x mF F

外添板寸法

内添板寸法

フランジ

m x nw w

ウェブ

P
t1 x b1 x b3

t2 x b2 x b3

g1 g2
添板寸法

t3 x b4 x b5
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７．梁継手

７－２
JIS H形鋼

梁継手

７－１
高力ボルト

配置標準図

〇共通事項

・※印がついている場合は、ウェブボルトの材軸方向のボルトの並びをフランジボルトの

　並びに対して半ピッチ(30mm)外側にずらすこと。

・添板は母材と同材質・同強度とする。

７－３
外法一定

b
4

b5

b3

b1

b2

t3

t1
t2

t1 : 外フランジ添板厚

t2 : 内フランジ添板厚

t3 : ウェブ添板厚

b1 : 外フランジ添板幅

b2 : 内フランジ添板幅

b3 : 外・内フランジ添板長さ

b4 : ウェブ添板幅

b5 : ウェブ添板長さ

g
1

g
1

g
2

g
2

g
2

g
2

H-250x125x6x9 3 x 2M16
12 x 125 x 410

-
2 x 2 6 x 170 x 2909075 -

H-250x125x6x9 4 x 2M16
9 x 125 x 530

-
2 x 2 6 x 170 x 2909075 -

H-250x125x6x9 4 x 2M16
9 x 125 x 530

-
2 x 2 6 x 170 x 2909075 -

H-250x125x6x9 5 x 2M16
9 x 125 x 650

-
2 x 3 6 x 170 x 4109075 -

40 4060 10

g
1

1
0
0

（２）　490N級/F10T,S10T

H形鋼

梁継手

部　　材

ボルト

径
n x mF F

外添板寸法

内添板寸法

フランジ

m x nw w

ウェブ

P
t1 x b1 x b3

t2 x b2 x b3

g1 g2
添板寸法

t3 x b4 x b5

部　　材

ボルト

径
n x mF F

外添板寸法

内添板寸法

フランジ

m x nw w

ウェブ

P
t1 x b1 x b3

t2 x b2 x b3

g1 g2
添板寸法

t3 x b4 x b5

７－４
その他

（２）　   N級/

H-200x100x5.5x8 2 x 2M16
9 x 100 x 290

-
2 x 2 9 x 170 x 2906050 -

（１）　400N級/F8T（溶融亜鉛めっき高力ボルト）
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A3:-

ＳＴ－０１４

社会福祉法人可茂会 可茂学園建設工事
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（構造設計一級建築士　第9235号）

田山　太郎

【構造関係規定に関わる部分が適合する】

（一級建築士　　登録第334762号）
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ハイベースNEO工法

設計施工標準図（１）
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社会福祉法人可茂会 可茂学園建設工事

A1:

A3:

（構造設計一級建築士　第9235号）

田山　太郎

【構造関係規定に関わる部分が適合する】

（一級建築士　　登録第334762号）

2025。3



ハイベースNEO工法

設計施工標準図（２）
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社会福祉法人可茂会 可茂学園建設工事

A1:

A3:

（構造設計一級建築士　第9235号）

田山　太郎

【構造関係規定に関わる部分が適合する】

（一級建築士　　登録第334762号）

2025。3



ハイベースNEO工法

設計施工標準図（３）
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社会福祉法人可茂会 可茂学園建設工事

A1:

A3:

（構造設計一級建築士　第9235号）

田山　太郎

【構造関係規定に関わる部分が適合する】

（一級建築士　　登録第334762号）

2025。3



ハイベースNEO工法

設計施工標準図（４）
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A3:-
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社会福祉法人可茂会 可茂学園建設工事

A1:

A3:

（構造設計一級建築士　第9235号）

田山　太郎

【構造関係規定に関わる部分が適合する】

（一級建築士　　登録第334762号）

2025。3



社会福祉法人可茂会 可茂学園建設工事
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A3:

（構造設計一級建築士　第9235号）

田山　太郎

【構造関係規定に関わる部分が適合する】
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屋根30分耐火構造設計・施工標準仕様書

ルーフデッキ

L

S

デッキプレート設計施工標準図

【参考図】

A1:-

A3:-
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呼径　１００～２００φ

「BCJ評定-RC0224-07」（令和5年4月19日付）

使用材料

タイプ別キャップ色一覧

正しい取り付け方向 不適当な設置例

スリーブ受け

スリーブ受け

ＫＳＳ７８５－Ｋ

（認定番号 MSRB-0004）

一般財団法人日本建築センターによる一般評定

ＴＹＰＥ

４３

e1 e2

４３

４４ ４５

４６ ４８

４７ ５１

４９ ５５

タイプ別ｅ寸法一覧

キャップ色ＴＹＰＥ

１組以上配筋

２．一般事項および適用範囲
■一般事項

■貫通孔適用範囲

　・製品には鉄筋径別に色分けされたアンカーキャップや製品種類を記載したラベルが取り付けてあるので間違いが無いか必ず確認する。

　・製品は錆の発生、コンクリートとの付着性能を損なう物質（油、泥等）の付着を避け保管する。

配筋例

５０
孔際あばら筋

一般部あばら筋

孔際あばら筋 孔際あばら筋
５０５０ ５０５０

５０

一般部あばら筋 一般部あばら筋

大梁

小梁

Ｄ
大梁

Ｄ
小梁

Ｄ ： 梁せい　　　Ｈ ： 孔径（スリーブ外径）

Ｌ　： 柱際から孔の中心までの距離

Ｌ　： 梁の上下面から孔面までの距離

Ｌ　： 孔と孔の中心水平距離

１

２

３

１

２

設置可能な範囲

適用範囲

柱 柱

柱面 柱面

梁

Ｌ

Ｌ

ＬＤ

Ｌ　≧Ｄ＋Ｈ/２

※孔が梁せいの中央に
ない場合

※孔が梁せいの中央

Ｌ　≧Ｄ

※孔の中心位置で
　梁せい分離す　梁せい分離す

※孔の外縁位置で

Ｄ:梁せい

Ｈ:孔径

※平均径の3倍以上離す

の場合

Ｈ:孔径

Ｄ

１ １

３

３

２

一般部あばら筋を

コンクリート ： Ｆｃ21～67　

■使用材料の適用範囲

　　　　　　　　あばら筋 SD295A,SD345,SD390,SD490（JIS G 3112）

(1)孔径（Ｈ）

　　孔径は100～750mmとし、梁せい（Ｄ）の1／3以下とする。

(2)孔位置

　　柱際から水平方向の孔中心位置Ｌ1は、孔が梁せいの中央にある場合Ｌ1≧Ｄとする。それ以外はＬ1≧Ｄ+Ｈ/2とする。

　 b)孔間中心距離（Ｌ2）

　a)柱際から水平方向の孔中心位置（Ｌ1）

　　孔が複数あるときの孔の中心水平間隔Ｌ2は、孔平均径の３倍以上とする。

　 c)へりあき最小寸法

　　へりあき最小寸法Ｌ3は表の値とする。

　大梁と小梁が直交する箇所での孔位置は右図による。

■施工上の留意点

　(1)製品の方向

　(2)かぶり厚さの確認

　(4)製品の取り付け検査

■標準的な施工順序

　(2)孔際あばら筋、一般部あばら筋を配筋する。

　 　スリーブ受けが孔の上または下になるように取り付ける。裏表の区別はない。

　 　製品の取り付け検査は、設計マニュアルのチェックシートを参考に実施する。

590N/m㎡級鋼,685N/m㎡級鋼,785N/m㎡級鋼,1275N/m㎡級鋼（建築基準法第37条第二号適合品）

M A

M C

M D

M E

M A

M B

M C

M E

M D

黄色

白色

青色

緑色

赤色

スーパーハリーＺ　Ｍタイプ  KSS785-K（認定番号MSRB-0004）

　・施工に先立ち、補強計算書にもとづきスーパーハリーＺ　Ｍタイプの種類、枚数の確認を行い、あばら筋、結束線の用意をする。

スーパーハリーＺ　Ｍタイプが

※スーパーハリーＺ　Ｍタイプ標準図の評定内容など、製品の性能に関わる内容の編集はご遠慮下さい。編集された内容については弊社では責任を負いかねます。

　(4)有効補強範囲内の鉄筋間隔が適当であるか確認する。

　(3)あばら筋内側にスーパーハリーＺ　Ｍタイプを設置し、結束線で４～６ヶ所程度結束する。

　(1)孔際あばら筋本数及びスーパーハリーＺ　Ｍタイプのタイプを確認する。

　 　梁断面から見たスーパーハリーＺ　Ｍタイプどうしの間隔は、鉄筋のあきを確保する。

　 　スーパーハリーＺ　Ｍタイプは図に示すようにあばら筋の内側に取り付け、結束線で孔際あばら筋に４～６ヶ所程度結束する。

　(3)製品の取り付け位置の保持方法

　　 スーパーハリーＺ　Ｍタイプのかぶり厚さを確保する。

４．スーパーハリーＺ　Ｍタイプ施工要領

３．スーパーハリーＺ　Ｍタイプ標準配筋図１．スーパーハリーＺ　Ｍタイプ形状寸法及び重量

梁貫通孔補強筋　スーパーハリーＺ　Ｍタイプ標準図

１００mm≦Ｈ≦２２５mm ２２５mm＜Ｈ≦３７５mm ３７５mm＜Ｈ≦７５０mm
呼径　４００～７５０φ呼径　２２５～３５０φ

１００mm≦Ｈ≦２２５mm

３７５mm＜Ｈ≦７５０mm

Ver1.5

M B

500mm≦Ｄ＜700mm

700mm≦Ｄ＜900mm

900mm≦Ｄ＜1250mm

1250mm≦Ｄ Ｌ ３ ≧0.2Dmm

Ｌ ３ ≧250mm

Ｌ ３ ≧200mm

Ｌ ３ ≧175mm

※外径Ｈ、ｈ、Ｗ、Ｓ、ｅの単位はｍｍ   重量の単位はｋｇ/組

重量ＳＷｈＳ 重量

350

300

250

225

200

175

150

125

100

500

750

700

650

600

550

275

325

450

400

呼径

－

－

－

－

－

－

－

－

－

1.9

1.7

1.6

1.5

1.4

1.2

1.1

1.0

1.7

1.9

重量

－

－

－

－

－

－

重量

3.0

2.7

1.6

1.7

1.9

2.1

2.3

2.5

2.6

2.9

3.3

3.5

3.9

6.1

8.3

7.8

7.4

6.4

6.9

5.6

5.1

4.8

4.3

3.8

3.6

3.3

3.1

2.8

2.5

2.3

3.9

4.4

重量

7.8

7.0

4.1

4.5

4.9

5.5

6.0

6.4

6.8

7.6

8.5

9.1

10.0

12.3

11.4

13.1

14.0

14.8

10.9 17.2

23.3

22.0

20.7

18.1

19.4

15.8

14.5

13.4

12.1

10.8

10.1

9.4

8.8

7.9

7.2

6.5

11.1

12.4

ｈ Ｗ Ｓ ｈ Ｗ Ｓ ｈ Ｗ Ｓ ｈ Ｗ

～414

～465

697 760 592 699 766 602 696 769 610 697 775 622

769 832 643 771 839 653 769 841 661 769 847 673

588 649 509 588 651 515 590 658 525 588 660 533 588 666 545～337

518 578 459 517 581 465 519 587 475 517 589 483 517 595 495～287

962 1030 788 960 1032 796 960 1038 808

～550

～600

～650

～700

～750

891 959 738 889 961 746 889 967 758

1100 838 1102 846 1108 8581032 1030 1030

1171 888 1173 896 1179 9081103 1101 1101

1242 938 1244 946 1250 9581174 1172 1172

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

843 911 704 841 913 712 841 919 724～516 － － － － － －

－

－

－

－

－

－

－ － －

ＭＡ（Ｓ６） ＭＢ（Ｓ８） ＭＣ（Ｓ１０） ＭＤ（Ｓ１３） ＭＥ（Ｓ１６）

～114

～140

～165

～200

～225

～250

～275

～325

～375

273

310

345

395

430

465

501

571

334

370

406

455

491

526

561

632

286

312

337

372

397

422

447

497

272

309

345

394

429

465

500

571

642

336

373

408

458

493

528

564

634

705

292

318

343

378

403

428

453

503

553

274

311

346

396

431

467

502

573

643

342

379

414

464

499

535

570

641

711

302

328

353

388

413

438

463

513

563

272

309

344

394

429

465

500

571

641

344

381

416

466

501

537

572

643

713

310

336

361

396

421

446

471

571

521

272

309

345

394

429

465

500

571

642

350

387

422

472

507

543

578

649

719

322

348

373

408

433

458

483

533

583

梁の全せい へりあき寸法

■孔際あばら筋

　通常配筋されるあばら筋を孔の両側に寄せて使用する。孔の両側には、必ず孔際あばら筋を１組以上配筋する。

　標準配筋は下図の通りとする。施工の際には、必ず補強計算書を確認し、孔際あばら筋の配筋に注意する。

スリーブ外径Ｈ

片側３組

片側２組

片側１組

孔際あばら筋

Ｃ ＣＣ

■孔上下の補強方法

　孔径が400mm以上となるときは、補強計算より求められた補強筋の他、孔上下位置に配筋を行う。

■孔が近接して複数ある場合

　孔が近接して複数ある場合、各々の孔際には、孔際あばら筋を

　１組以上配筋する。

　また、孔－孔間のあばら筋は一般部あばら筋の間隔以下になる

　ようにし、一般部あばら筋を１組以上配筋する。

　ただし、鉄筋のあきが確保できない場合はこの限りではない。

有効補強範囲

一般部あばら筋の間隔以下一般部あばら筋間隔

S

h

W

e

e
e

e
H

1

2

1

1

H H H

スーパーハリーZ Mタイプ 呼径 →
スリーブ外径 →

２２５mm＜Ｈ≦３７５mm

スーパーハリーZ（Mタイプ）

標準図【参考図】

A1:-

A3:-
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鉄骨梁貫通補強ハイリングⅢ

工法設計施工標準図【参考図】

A1:-

A3:-
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